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一 般 会 計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市一般会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ４１，６３０，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

２，５００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

各項に計上した給料、職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合

における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用
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第１表　歳入歳出予算

 歳　入

款 項

市　税

市民税

固定資産税

軽自動車税

市たばこ税

鉱産税

入湯税

都市計画税

地方譲与税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

利子割交付金

利子割交付金

配当割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金

地方特例交付金

金 額
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款 項

地方交付税

地方交付税

交通安全対策特別交付金

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金

分担金

負担金

使用料及び手数料

使用料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

委託金

県支出金

県負担金

県補助金

委託金

財産収入

財産運用収入

財産売払収入

寄附金

寄附金

繰入金

基金繰入金

特別会計繰入金

財産区繰入金

繰越金

金 額
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款 項

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

市預金利子

貸付金元利収入

雑　入

市　債

市　債

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計
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 歳　出

款 項

議会費

議会費

総務費

総務管理費

徴税費

戸籍住民基本台帳費

選挙費

統計調査費

監査委員費

民生費

社会福祉費

児童福祉費

生活保護費

災害救助費

衛生費

保健衛生費

清掃費

労働費

労働諸費

農林水産業費

農業費

林業費

水産業費

商工費

商工費

観光費

土木費

土木管理費

金 額
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款 項

道路橋りょう費

河川費

都市計画費

住宅費

消防費

消防費

教育費

教育総務費

小学校費

中学校費

幼稚園費

社会教育費

保健体育費

災害復旧費

農林水産施設災害復旧費

公共土木施設災害復旧費

公共施設等災害復旧費

公債費

公債費

諸支出金

普通財産取得費

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第 ２ 表   債務負担行為
（単位：千円）

荊沢地区圃場整備地形図作成業務委託料

令和4年度家畜疫病経営維持資金利子補給金
 自 令和  5 年度

除雪車購入費

令和4年度農業振興資金利子補給金

 自 令和  4 年度

 至 令和  5 年度

 自 令和  4 年度

 自 令和  4 年度
 至 令和  9 年度

 自 令和  4 年度

 自 令和  5 年度

 自 令和  5 年度

人事給与システム等再構築事業費

栃木県議会議員選挙公設ポスター掲示場設置撤去工
事請負費

令和4年度に融資を受けた
融資残高に対する利子補
給額

 至 令和  5 年度

令和4年度に契約締結した
訴訟業務に係る委託料の
うち、翌年度以降に支払う
額

 至 令和  5 年度

 自 令和  4 年度
 至 令和  5 年度

 至 令和  7 年度

 至 令和 19 年度
令和4年度農業近代化資金利子補給金

令和4年度に融資を受けた
融資残高に対する利子補
給額

指定ごみ袋製造・保管・配送業務委託料

 至 令和  9 年度

令和4年度に融資を受けた
融資残高に対する利子補
給額 至 令和 11 年度

令和4年度に契約締結した
申立業務に係る委託料の
うち、翌年度以降に支払う
額

令和4年度過疎地域介護保険事業所人材育成修学資
金貸付金

令 和 年 度 か ら
貸 付 が 終 了 す る
年 度 ま で

令和4年度に貸付の決定
をした修学資金のうち、翌
年度以降に貸付を行う額

令和4年度に契約締結した
成人健康診査業務に係る
委託料のうち、翌年度以降
に支払う額

令和4年度に貸付の決定
をした修学資金のうち、翌
年度以降に貸付を行う額

令 和 年 度 か ら
貸 付 が 終 了 す る
年 度 ま で

 至 令和  9 年度

 自 令和  4 年度

成年後見等開始審判申立業務委託料
令 和 年 度 か ら
業 務 完 了 の 日 の
属 す る 年 度 ま で

訴訟業務委託料

成人健康診査業務委託料

令和4年度過疎地域等医療機関看護師人材育成修学
資金貸付金

令 和 年 度 か ら
事 件 が 完 結 す る
年 度 ま で

事 項 期 間 限 度 額

令和4年度合併処理浄化槽転換工事資金利子補給金
 自 令和  5 年度 令和4年度に融資を受けた

資金の利子補給額
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事 項 期 間 限 度 額

令 和 年 度 か ら
貸付が終了する
年 度 ま で

令和4年度に貸付の決定
をした修学資金のうち、翌
年度以降に貸付を行う額

 自 令和  4 年度

令和 年度の融資額のう
ち、栃木県信用保証協会
が債務の保証を行うことに
より生ずる代位弁済額から
㈱日本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除した
額の 分の に相当する
額。ただし、責任共有制度
負担金方式の対象となるも
のは、平成 年 月 日締
結の損失補償契約の変更
契約書第１条によるものと
する。

 至 令和  8 年度

 至 令和  7 年度

 至 令和  5 年度
 自 令和  4 年度

 自 令和  4 年度
 至 令和 20 年度

学校給食調理等業務委託料
（今市中、日光学校給食センター、足尾学校給食セン
ター）

 自 令和  5 年度
 至 令和  8 年度

 自 令和  5 年度

 自 令和  4 年度

JR文挾駅請願口簡易改札機等保守委託料
 自 令和  5 年度

JR下野大沢駅請願口簡易改札機等保守委託料

市立小中学校照明LED化事業費

小中学校心臓検診業務委託料
 自 令和  4 年度

令和4年度に契約した小中
学校児童生徒心臓検診業
務に係る委託料のうち、翌
年度以降に支払う額

JR文挾駅請願口簡易改札機等借上料
 至 令和  8 年度

 至 令和  5 年度

小中学校腎臓検診業務委託料

 至 令和 18 年度

 至 令和  8 年度
JR下野大沢駅請願口簡易改札機等借上料

栃木県信用保証協会の令和4年度日光市中小企業振
興資金融資保証に対する損失補償

農山漁村地域整備交付金事業林道奥鬼怒線法面改良
工事

 至 令和 14 年度

道路・公園照明LED化事業費
 自 令和  4 年度
 至 令和 14 年度

令和4年度に契約した小中
学校児童生徒腎臓検診業
務に係る委託料のうち、翌
年度以降に支払う額

令和4年度奨学資金貸付金

社会体育施設照明LED化事業費
 自 令和  4 年度

 自 令和  4 年度
 至 令和  6 年度

 自 令和  5 年度
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第 ３ 表    地  方  債

（単位：千円）

急 傾 斜 地 対 策 事 業

小 学 校 整 備 事 業

臨 時 財 政 対 策

林 業 施 設 災 害 復 旧 事 業

社 会 教 育 施 設 整 備 事 業

公 共 施 設 等 災 害 復 旧 事 業

過疎地域持続的発展特別事業

学 校 給 食 施 設 整 備 事 業

公共土木施設災害復旧事業

１．５％以内

農 業 施 設 災 害 復 旧 事 業

消 防 防 災 施 設 整 備 事 業

公 園 整 備 事 業

道 路 橋 り ょ う 整 備 事 業

用 水 路 整 備 事 業

街 な み 環 境 整 備 事 業

林 道 整 備 事 業

観 光 施 設 等 整 備 事 業

農 業 基 盤 整 備 事 業

農 業 施 設 等 整 備 事 業

保 健 衛 生 施 設 整 備 事 業

清 掃 施 設 整 備 事 業

限 度 額

児 童 福 祉 施 設 整 備 事 業

地 方 鉄 道 支 援 事 業

集 会 所 等 整 備 事 業

償 還 の 方 法起債の方法 利 率起 債 の 目 的

政府資金につい
ては、その融資条
件により、銀行そ
の他の場合には、
その債権者と協定
するところによる。
ただし、市財政の
都合により、据置
期間及び償還期
限を短縮し、若しく
は繰上 償 還又は
低利債に借り換え
ることができる。

（ ただし、利率
見直し方式で
借 り 入 れ る 資
金 に つ い て 、
利率の見直し
を 行 っ た 後 に
お い て は 、 当
該見直し後の
利率 ）

普通貸借

又 は

証券発行
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予算に関する説明書 
 



 



　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

市　税

地方譲与税

利子割交付金

配当割交付金

株式等譲渡所得割交付金

法人事業税交付金

地方消費税交付金

ゴルフ場利用税交付金

環境性能割交付金

地方特例交付金 △948,000

地方交付税

交通安全対策特別交付金

分担金及び負担金 △7,543

使用料及び手数料 △30,539

国庫支出金

県支出金

財産収入 △1,949

寄附金

繰入金

繰越金

諸収入 △257,119

市　債 △2,955,099

△650,000

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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  （歳　出）

款

議会費 △1,847

総務費

民生費

衛生費 △824,536

労働費

農林水産業費

商工費

土木費 △226,722

消防費

教育費 △261,374

災害復旧費 △82,500

公債費 △368,900

諸支出金

予備費

△650,000歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 市　税

 1 項 市民税

 1 目 個　人 現年課税分

滞納繰越分

 2 目 法　人 現年課税分

滞納繰越分

 2 項 固定資産税

 1 目 固定資産税 現年課税分

滞納繰越分

 2 目 国有資産等所在 △ 7,839 現年課税分

市交付金

 3 項 軽自動車税

 1 目 軽自動車税 現年課税分

滞納繰越分

 2 目 環境性能割 現年課税分

 4 項 市たばこ税 △ 9,154

 1 目 市たばこ税 △ 9,154 現年課税分

 5 項 鉱産税

 1 目 鉱産税 現年課税分

 6 項 入湯税

 1 目 入湯税 現年課税分

滞納繰越分

 7 項 都市計画税

 1 目 都市計画税 現年課税分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 13 ―



 1款 市　税

 均等割

 所得割

 均等割

 法人税割

 土　地

 家　屋

 償却資産

 交付金

 原動機付自転車

 軽自動車

 小型特殊自動車

 二輪の小型自動車

 土　地

 家　屋

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

滞納繰越分

節

 2 款 地方譲与税

 1 項 地方揮発油譲与

税

 1 目 地方揮発油譲与 地方揮発油譲与税

税

 2 項 自動車重量譲与

税

 1 目 自動車重量譲与 自動車重量譲与税

税

 3 項 森林環境譲与税

 1 目 森林環境譲与税 森林環境譲与税

節

 3 款 利子割交付金

 1 項 利子割交付金

 1 目 利子割交付金 利子割交付金

節

 4 款 配当割交付金

 1 項 配当割交付金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 15 ―



 1款 市　税

 2款 地方譲与税

 3款 利子割交付金

 4款 配当割交付金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 16 ―



節

 1 目 配当割交付金 配当割交付金

節

 5 款 株式等譲渡所得

割交付金

 1 項 株式等譲渡所得

割交付金

 1 目 株式等譲渡所得 株式等譲渡所得割交付

割交付金 金

節

 6 款 法人事業税交付

金

 1 項 法人事業税交付

金

 1 目 法人事業税交付 法人事業税交付金

金

節

 7 款 地方消費税交付

金

 1 項 地方消費税交付

金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 17 ―



 4款 配当割交付金

 5款 株式等譲渡所得割交付金

 6款 法人事業税交付金

 7款 地方消費税交付金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 18 ―



節

 1 目 地方消費税交付 地方消費税交付金

金

節

 8 款 ゴルフ場利用税

交付金

 1 項 ゴルフ場利用税

交付金

 1 目 ゴルフ場利用税 ゴルフ場利用税交付金

交付金

節

 9 款 環境性能割交付

金

 1 項 環境性能割交付

金

 1 目 環境性能割交付 環境性能割交付金

金

節

10 款 地方特例交付金 △ 948,000

 1 項 地方特例交付金 △ 16,000

 1 目 地方特例交付金 △ 16,000 地方特例交付金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 19 ―



 7款 地方消費税交付金

 8款 ゴルフ場利用税交付金

 9款 環境性能割交付金

10款 地方特例交付金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 20 ―



節

（廃　　項）　 △ 932,000

新型コロナウイ

ルス感染症対策

地方税減収補て

ん特別交付金

（廃　　目）　 △ 932,000

新型コロナウイ

ルス感染症対策

地方税減収補て

ん特別交付金

節

11 款 地方交付税

 1 項 地方交付税

 1 目 地方交付税 地方交付税

節

12 款 交通安全対策特

別交付金

 1 項 交通安全対策特

別交付金

 1 目 交通安全対策特 交通安全対策特別交付

別交付金 金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 21 ―



10款 地方特例交付金

11款 地方交付税

 普通交付税

 特別交付税

12款 交通安全対策特別交付金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

（廃　　項）　 △ 932,000

新型コロナウイ

ルス感染症対策

地方税減収補て

ん特別交付金

（廃　　目）　 △ 932,000

新型コロナウイ

ルス感染症対策

地方税減収補て

ん特別交付金

節

11 款 地方交付税

 1 項 地方交付税

 1 目 地方交付税 地方交付税

節

12 款 交通安全対策特

別交付金

 1 項 交通安全対策特

別交付金

 1 目 交通安全対策特 交通安全対策特別交付

別交付金 金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 22 ―



節

13 款 分担金及び負担 △ 7,543

金

 1 項 分担金 △ 63

 1 目 農林水産業費分 △ 63 農業費分担金

担金

 2 目 災害復旧費分担 農林水産施設災害復旧

金 費分担金

 2 項 負担金 △ 7,480

 1 目 総務費負担金 △ 7 総務管理費負担金

 2 目 民生費負担金 △ 7,473 社会福祉費負担金

児童福祉費負担金

節

14 款 使用料及び手数 △ 30,539

料

 1 項 使用料 △ 4,454

 1 目 総務使用料 △ 694 総務管理使用料

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 23 ―



13款 分担金及び負担金

 土地改良事業費分担

 金

 水道設計積算システ

 ム委託費負担金

 老人保護措置費負担

 金

 老人ホーム等入所者

 負担金

 保育園運営費負担金

 児童館運営費負担金

 民間保育園等運営費

 負担金

 子育て短期支援事業

 費負担金

14款 使用料及び手数料

 庁舎等使用料

 職員駐車場使用料

 女性サポートセンタ

 ー使用料

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 24 ―



節

 2 目 民生使用料 児童福祉使用料

 3 目 衛生使用料 △ 127 保健衛生使用料

 4 目 農林水産業使用 △ 480 農業使用料

料

 5 目 商工使用料 商工使用料

観光使用料

 6 目 土木使用料 △ 11,330 土木管理使用料

道路橋りょう使用料

都市計画使用料

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 25 ―



14款 使用料及び手数料

 足尾市営バス使用料

 障がい児通園施設使

 用料（障がい福祉サ

 ービス費）

 障がい児通園施設使

 用料（利用者負担分

 ）

 霊園使用料

 火葬場使用料

 放牧場使用料

 体験農園地等施設使

 用料

 小代公園使用料

 ふれあいの郷農園使

 用料

 農村広場施設使用料

 中心市街地集客拠点

 施設使用料

 庚申山荘使用料

 足尾温泉使用料

 銅ふれあい館使用料

 間藤駅観光センター

 施設使用料

 レンタサイクル使用

 料

 駐車場使用料

 湯の郷湯西川観光セ

 ンター施設使用料

 公園占用料

 法定外公共物占用料

 道路占用料

 都市公園使用料

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 26 ―



節

住宅使用料

 7 目 教育使用料 △ 1,889 教育総務使用料

社会教育使用料

保健体育使用料

 2 項 手数料 △ 26,085

 1 目 総務手数料 △ 815 総務管理手数料

徴税手数料

戸籍住民基本台帳手数

料

 2 目 衛生手数料 △ 24,683 保健衛生手数料

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 27 ―



14款 使用料及び手数料

 公園占用料

 市営住宅使用料

 教職員住宅使用料

 公民館使用料

 杉並木公園ギャラリ

 ー使用料

 文化会館使用料

 勤労青少年ホーム使

 用料

 運動公園使用料

 運動場使用料

 スケートリンク使用

 料

 体育館等使用料

 学校開放施設使用料

 境界確定証明等手数

 料

 税務証明等手数料

 督促手数料

 証明書コンビニ交付

 手数料

 戸籍住民諸証明等手

 数料

 証明書コンビニ交付

 手数料

 犬の登録手数料

 狂犬病予防注射済票

 交付手数料

 特定事業許可申請手

 数料

 霊園管理手数料

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 28 ―



節

清掃手数料

 3 目 農林水産業手数 農業手数料

料

林業手数料

 4 目 商工手数料 △ 8 商工手数料

 5 目 土木手数料 △ 44 土木管理手数料

都市計画手数料

 6 目 消防手数料 △ 541 消防手数料

 7 目 教育手数料 社会教育手数料

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 29 ―



14款 使用料及び手数料

 太陽光発電設備設置

 事業許可申請手数料

 廃棄物処理手数料

 一般廃棄物処理業等

 許可申請手数料

 し尿汲取手数料

 督促手数料

 浄化槽汚泥処理手数

 料

 家庭系ごみ処理手数

 料

 家庭系ごみ処理手数

 料（窓口取扱分）

 地籍調査成果閲覧等

 手数料

 林業種苗生産事業登

 録手数料

 煙火使用許可申請手

 数料

 境界確定証明等手数

 料

 建築確認手数料

 開発行為等許可申請

 手数料

 屋外広告物申請手数

 料

 開発登録簿写し交付

 申請手数料

 危険物検査手数料

 図書複写手数料

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 30 ―



節

15 款 国庫支出金

 1 項 国庫負担金

 1 目 民生費国庫負担 社会福祉費国庫負担金

金

児童福祉費国庫負担金

生活保護費国庫負担金

 2 目 衛生費国庫負担 保健衛生費国庫負担金

金

 2 項 国庫補助金 △ 157,803

 1 目 総務費国庫補助 総務管理費国庫補助金

金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 31 ―



15款 国庫支出金

 国民健康保険基盤安

 定負担金

 特別障がい者手当給

 付費負担金

 障がい者自立支援給

 付費負担金

 障がい者医療費負担

 金

 母子衛生費負担金

 身体障がい児等療育

 費負担金

 低所得者保険料軽減

 負担金

 児童扶養手当費負担

 金

 母子生活支援施設措

 置費負担金

 児童手当費負担金

 医療扶助費等負担金

 介護扶助費等負担金

 生活扶助費等負担金

 生活困窮者自立相談

 支援事業費等負担金

 新型コロナウイルス

 ワクチン接種対策費

 負担金

 放射線量低減対策特

 別緊急事業費補助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 32 ―



節

 2 目 民生費国庫補助 社会福祉費国庫補助金

金

児童福祉費国庫補助金

生活保護費国庫補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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15款 国庫支出金

 社会保障・税番号制

 度システム整備費等

 補助金

 地方創生推進交付金

 新型コロナウイルス

 感染症対応地方創生

 臨時交付金

 地域生活支援事業費

 補助金

 生活困窮者就労準備

 支援事業費等補助金

 母子家庭等福祉対策

 費補助金

 児童虐待・ＤＶ対策

 等総合支援事業費補

 助金

 子ども・子育て支援

 交付金

 子ども・子育て支援

 整備交付金

 子どものための教育

 ・保育給付費交付金

 （保育園・認定こど

 も園）

 子育てのための施設

 等利用給付交付金

 地域子供の未来応援

 交付金

 生活困窮者就労準備

 支援事業費等補助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 34 ―



節

 3 目 衛生費国庫補助 △ 426,573 保健衛生費国庫補助金

金

清掃費国庫補助金

 4 目 商工費国庫補助 観光費国庫補助金

金

 5 目 土木費国庫補助 道路橋りょう費国庫補

金 助金

都市計画費国庫補助金

住宅費国庫補助金

 6 目 消防費国庫補助 消防費国庫補助金

金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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15款 国庫支出金

 新型コロナウイルス

 感染症セーフティネ

 ット交付金

 感染症予防事業費等

 補助金

 母子保健衛生事業費

 補助金

 新型コロナウイルス

 ワクチン接種体制確

 保事業費補助金

 循環型社会形成推進

 交付金

 自然環境整備交付金

 社会資本整備総合交

 付金（道路事業）

 地方創生道整備推進

 交付金

 道路メンテナンス事

 業費補助金

 社会資本整備総合交

 付金（住環境整備事

 業）

 防災・安全社会資本

 整備交付金（住環境

 整備事業）

 消防防災施設等整備

 費補助金

 緊急消防援助隊設備

 整備費補助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 7 目 教育費国庫補助 教育総務費国庫補助金

金

小学校費国庫補助金

中学校費国庫補助金

幼稚園費国庫補助金

 8 目 災害復旧費国庫 公共土木施設災害復旧

補助金 費国庫補助金

 3 項 委託金 △ 1,004

 1 目 総務費委託金 △ 40 戸籍住民基本台帳委託

金

総務管理費委託金

 2 目 民生費委託金 △ 964 社会福祉費委託金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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15款 国庫支出金

 防災・安全社会資本

 整備交付金（効果促

 進事業）

 要保護児童生徒援助

 費補助金

 特別支援教育就学奨

 励費補助金

 へき地児童生徒援助

 費補助金

 理科教育振興費補助

 金

 理科教育振興費補助

 金

 子どものための教育

 ・保育給付費交付金

 （幼稚園分）

 公共土木施設災害復

 旧費補助金

 中長期在留者住居地

 届出等事務委託金

 自衛官募集事務委託

 金

 基礎年金等事務委託

 金

 国民年金事業協力連

 携事務委託金

 特別障がい給付金事

 務委託金

 年金生活者支援給付

 金事務委託金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

節

16 款 県支出金

 1 項 県負担金

 1 目 民生費県負担金 社会福祉費県負担金

児童福祉費県負担金

生活保護費県負担金

 2 目 農林水産業費県 △ 4,896 農業費県負担金

負担金

（廃　　目）　 △ 29,060

土木費県負担金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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15款 国庫支出金

 年金生活者支援給付

 金事業協力連携事務

 委託金

16款 県支出金

 国民健康保険基盤安

 定負担金

 行旅死亡人取扱費負

 担金

 障がい者自立支援給

 付費負担金

 障がい者医療費負担

 金

 後期高齢者医療保険

 基盤安定負担金

 養育医療費負担金

 低所得者保険料軽減

 負担金

 母子生活支援施設措

 置費負担金

 児童手当費負担金

 生活保護措置費負担

 金

 地籍調査事業費負担

 金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 2 項 県補助金

 1 目 総務費県補助金 △ 831 総務管理費県補助金

 2 目 民生費県補助金 社会福祉費県補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 41 ―



16款 県支出金

 市町村総合交付金

 電源立地地域対策交

 付金

 わがまちつながり構

 築事業交付金

 市町村生活バス路線

 運行費補助金

 地方消費者行政活性

 化支援事業費補助金

 地方創生推進交付金

 住宅新築資金等貸付

 助成事業費補助金

 農畜産物放射性物質

 影響緩和対策事業費

 補助金

 重度心身障がい者医

 療費補助金

 介護保険利用者低所

 得者負担額対策事業

 費補助金

 老人クラブ等活動事

 業費補助金

 地域生活支援事業費

 補助金

 在宅福祉事業費補助

 金

 軽度・中等度難聴児

 支援事業費補助金

 地域医療介護総合確

 保基金事業交付金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

児童福祉費県補助金

 3 目 衛生費県補助金 △ 6,715 保健衛生費県補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 43 ―



16款 県支出金

 医療的ケア児支援事

 業費補助金

 特別給付金等支給事

 務交付金

 ひとり親家庭医療費

 補助金

 特別保育事業等推進

 費補助金

 保育所第３子以降保

 育料等免除事業費補

 助金

 民間育児サービス対

 策事業費補助金

 子ども・子育て支援

 交付金

 子ども・子育て支援

 整備交付金

 施設型給付費等事業

 費補助金

 子どものための教育

 ・保育給付費交付金

 （保育園・認定こど

 も園）

 子育てのための施設

 等利用給付交付金

 子ども・子育て支援

 事業費補助金

 こども医療費補助金

 妊産婦医療費補助金

 浄化槽設置整備費補

 助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

清掃費県補助金

 4 目 農林水産業費県 農業費県補助金

補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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16款 県支出金

 病院群輪番制病院運

 営費補助金

 健康増進事業費補助

 金

 地域自殺対策強化交

 付金

 へき地患者輸送車運

 行事業費補助金

 骨髄等移植ドナー助

 成事業費補助金

 がん患者支援推進事

 業費補助金

 地方消費者行政活性

 化支援事業費補助金

 農業委員会交付金

 農業経営基盤強化事

 業事務取扱交付金

 中山間地域等直接支

 払交付金

 県単農業農村整備事

 業費補助金

 日本型直接支払制度

 多面的機能支払交付

 金

 水田農業構造改革推

 進事業費補助金

 経営体育成支援事業

 費補助金

 経営所得安定対策直

 接支払推進事務費補

 助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 46 ―



節

林業費県補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 47 ―



16款 県支出金

 環境保全型農業直接

 支払等推進交付金

 人・農地問題解決加

 速化支援事業費補助

 金

 新規就農・経営継承

 総合支援事業費補助

 金

 農地集積・集約化対

 策推進交付金

 農地利用最適化交付

 金

 園芸大国とちぎづく

 り推進事業費補助金

 農地耕作条件改善事

 業費補助金

 中山間地域実践活動

 支援事業費補助金

 県単換地等調整事業

 費補助金

 水利施設等保全高度

 化事業費補助金

 森林整備地域活動支

 援交付金

 県単林道改良事業費

 補助金

 とちぎの元気な森づ

 くり県民税交付金

 農山漁村地域整備交

 付金

 シカ・イノシシ捕獲

 強化事業費補助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 48 ―



節

 5 目 土木費県補助金 △ 300 住宅費県補助金

 6 目 消防費県補助金 △ 56 消防費県補助金

 7 目 教育費県補助金 △ 26,669 教育総務費県補助金

小学校費県補助金

社会教育費県補助金

社会体育費県補助金

幼稚園費県補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 49 ―



16款 県支出金

 鳥獣被害防止総合対

 策交付金

 民間住宅耐震改修等

 事業費補助金

 ブロック塀等撤去事

 業費補助金

 地域防災力強化推進

 事業費補助金

 地域ぐるみの学校安

 全体制整備推進事業

 費補助金

 特色ある道徳教育支

 援事業費補助金

 就学時心臓検診充実

 強化事業費補助金

 歯科疾患予防推進事

 業費補助金

 学校・家庭・地域連

 携協力推進事業費補

 助金

 いちご一会とちぎ国

 体会場地市町運営交

 付金

 子どものための教育

 ・保育給付費交付金

 （幼稚園分）

 幼稚園第３子以降保

 育料等免除事業費補

 助金

 施設型給付費等事業

 費補助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 8 目 災害復旧費県補 △ 65,144 農林水産施設災害復旧

助金 費県補助金

 3 項 委託金

 1 目 総務費委託金 総務管理費委託金

徴税費委託金

戸籍住民基本台帳費委

託金

選挙費委託金

統計調査費委託金

 2 目 衛生費委託金 △ 613 保健衛生費委託金

 3 目 農林水産業費委 農業費委託金

託金

 4 目 商工費委託金 観光費委託金

（廃　　目）　 △ 375

民生費委託金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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16款 県支出金

 農業施設災害復旧費

 補助金

 林業施設災害復旧費

 補助金

 地域人権啓発活動活

 性化事業委託金

 県民税徴収事務委託

 金

 人口動態事務委託金

 在外選挙人名簿登録

 事務委託金

 参議院議員通常選挙

 執行事務委託金

 栃木県議会議員選挙

 執行事務委託金

 統計調査員確保対策

 委託金

 各種統計調査委託金

 地域外来・検査セン

 ター運営委託金

 土地改良事業調査委

 託金

 首都圏自然歩道管理

 業務委託金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

17 款 財産収入 △ 1,949

 1 項 財産運用収入 △ 1,349

 1 目 財産貸付収入 △ 25 土地建物貸付収入

物品貸付収入

 2 目 利子及び配当金 △ 1,324 利子及び配当金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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17款 財産収入

 市有地貸付料

 市有建物貸付料

 光ファイバ貸付収入

 財政調整基金利子

 減債基金利子

 湯西川流域活性化事

 業基金利子

 地域医療整備基金利

 子

 三日月福祉基金利子

 中山間地域農村環境

 保全基金利子

 川治ダム水源地域環

 境整備基金利子

 土地開発基金利子

 合併振興基金利子

 芸術文化振興基金利

 子

 古河足尾地域振興基

 金利子

 ふるさと日光応援基

 金利子

 公共施設等整備基金

 利子

 ひとり親家庭医療費

 資金貸付基金利子

 ごみ減量化等推進基

 金利子

 高齢者福祉基金利子

 森林整備基金利子

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 2 項 財産売払収入 △ 600

 1 目 不動産売払収入 不動産売払収入

 2 目 物品売払収入 △ 600 物品売払収入

 3 目 生産物売払収入 生産物売払収入

 4 目 有価証券売払収 有価証券売払収入

入

節

18 款 寄附金

 1 項 寄附金

 1 目 一般寄附金 一般寄附金

 2 目 総務費寄附金 総務管理費寄附金

節

19 款 繰入金

 1 項 基金繰入金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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17款 財産収入

 新型コロナウイルス

 感染症対策応援基金

 利子

 情報機器整備基金利

 子

 市有地売払収入

 市有林生産物等売払

 収入

18款 寄附金

 ふるさと日光応援寄

 附金

 新型コロナウイルス

 感染症対策応援寄附

 金

19款 繰入金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 56 ―



節

 1 目 財政調整基金繰 △ 100,000 財政調整基金繰入金

入金

 2 目 減債基金繰入金 減債基金繰入金

 3 目 湯西川流域活性 湯西川流域活性化事業

化事業基金繰入 基金繰入金

金

 4 目 地域医療整備基 地域医療整備基金繰入

金繰入金 金

 5 目 三日月福祉基金 三日月福祉基金繰入金

繰入金

 6 目 中山間地域農村 中山間地域農村環境保

環境保全基金繰 全基金繰入金

入金

 7 目 川治ダム水源地 川治ダム水源地域環境

域環境整備基金 整備基金繰入金

繰入金

 8 目 合併振興基金繰 △ 94,215 合併振興基金繰入金

入金

 9 目 芸術文化振興基 △ 99 芸術文化振興基金繰入

金繰入金 金

10 目 古河足尾地域振 古河足尾地域振興基金

興基金繰入金 繰入金

11 目 ふるさと日光応 ふるさと日光応援基金

援基金繰入金 繰入金

12 目 公共施設等整備 △ 5,379 公共施設等整備基金繰

基金繰入金 入金

13 目 ごみ減量化等推 △ 89,999 ごみ減量化等推進基金

進基金繰入金 繰入金

14 目 高齢者福祉基金 △ 5,526 高齢者福祉基金繰入金

繰入金

15 目 森林整備基金繰 森林整備基金繰入金

入金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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19款 繰入金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

16 目 新型コロナウイ △ 4,652 新型コロナウイルス感

ルス感染症対策 染症対策応援基金繰入

応援基金繰入金 金

17 目 情報機器整備基 情報機器整備基金繰入

金繰入金 金

（廃　　目）　 △ 13,495

地域振興基金繰

入金

 2 項 特別会計繰入金 △ 2,904

 1 目 銅山観光事業特 銅山観光事業特別会計

別会計繰入金 繰入金

 2 目 公共用地先行取 公共用地先行取得事業

得事業特別会計 特別会計繰入金

繰入金

（廃　　目）　 △ 2,904

介護保険事業特

別会計繰入金

 3 項 財産区繰入金 △ 18

 1 目 小来川財産区繰 小来川財産区繰入金

入金

 2 目 西川財産区繰入 西川財産区繰入金

金

 3 目 湯西川財産区繰 △ 1,887 湯西川財産区繰入金

入金

節

20 款 繰越金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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19款 繰入金

 小来川地域振興協議

 会運営費繰入金

 小来川財産区議会議

 員選挙費繰入金

 西川財産区自治振興

 費繰入金

 湯西川財産区自治振

 興費繰入金

20款 繰越金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

節

21 款 諸収入 △ 257,119

 1 項 延滞金加算金及

び過料

 1 目 延滞金 延滞金

 2 目 加算金 加算金

 3 目 過　料 過　料

 2 項 市預金利子 △ 70

 1 目 市預金利子 △ 70 市預金利子

 3 項 貸付金元利収入 △ 804

 1 目 総務費貸付金元 △ 449 総務管理費貸付金元利

利収入 収入

 2 目 民生費貸付金元 △ 1,157 社会福祉費貸付金元利

利収入 収入

児童福祉費貸付金元利

収入

 3 目 衛生費貸付金元 保健衛生総務費貸付金

利収入 元利収入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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20款 繰越金

21款 諸収入

 自治会施設等整備支

 援事業費貸付金返還

 金

 住宅新築資金等貸付

 金返還金

 障がい福祉施設整備

 費貸付金返還金

 特別養護老人ホーム

 等整備資金貸付金返

 還金

 災害救助費貸付金返

 還金

 児童福祉施設整備資

 金貸付金返還金

 看護師育成修学資金

 貸付金返還金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 62 ―



節

 4 目 労働費貸付金元 △ 164 労働諸費貸付金元利収

利収入 入

 5 目 商工費貸付金元 △ 2,000 商工費貸付金元利収入

利収入

 6 目 土木費貸付金元 都市計画費貸付金元利

利収入 収入

 7 目 教育費貸付金元 教育総務費貸付金元利

利収入 収入

 4 項 雑　入 △ 254,810

 1 目 滞納処分費 滞納処分費

 2 目 弁償金 弁償金

 3 目 違約金及び延納 違約金

利息

 4 目 過年度収入 過年度収入

 5 目 受託事業収入 社会福祉費受託収入

 6 目 雑　入 △ 256,055 区画整理事業収入

雑　入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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21款 諸収入

 勤労者住宅資金貸付

 金返還金

 中小企業振興資金貸

 付金返還金

 小倉町周辺整備商業

 施設取得等資金貸付

 金返還金

 街並景観形成資金預

 託解約金

 奨学資金貸付金返還

 金

 小中学校入学資金貸

 付金返還金

 自動車臨時運行許可

 番号紛失弁償金

 軽自動車標識弁償金

 原子力損害賠償金

 高齢者の保健事業と

 介護予防の一体的実

 施事業受託収入

 換地処分徴収清算金

 情報公開実費収入

 一時的保育・延長保

 育事業収入

 懇談会等食糧費自己

 負担金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

 4 目 労働費貸付金元 △ 164 労働諸費貸付金元利収

利収入 入

 5 目 商工費貸付金元 △ 2,000 商工費貸付金元利収入

利収入

 6 目 土木費貸付金元 都市計画費貸付金元利

利収入 収入

 7 目 教育費貸付金元 教育総務費貸付金元利

利収入 収入

 4 項 雑　入 △ 254,810

 1 目 滞納処分費 滞納処分費

 2 目 弁償金 弁償金

 3 目 違約金及び延納 違約金

利息

 4 目 過年度収入 過年度収入

 5 目 受託事業収入 社会福祉費受託収入

 6 目 雑　入 △ 256,055 区画整理事業収入

雑　入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 64 ―



節

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 65 ―



21款 諸収入

 上三依塩原温泉口駅

 舎運営費負担金

 給付費等返還金

 資源ごみ等売払料

 スラグ売払料

 認定外道路舗装工事

 金

 余剰電力売払料

 都市計画図等売上料

 市町村振興宝くじ交

 付金

 保険加入等自己負担

 金

 文化会館等入場料

 生活保護費返還金

 物件移転等補償費

 保育士等給食代

 今市用水維持管理費

 東電負担金

 共同墓地貸付料

 教室・行事等参加者

 負担金

 日本スポーツ振興セ

 ンター共済掛金

 市町村振興協会助成

 金

 道路賠償責任保険金

 コミュニティ助成事

 業交付金

 雇用保険料個人負担

 金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 66 ―



節

（廃　　項）　 △ 1,435

指定管理者納付

金

（廃　　目）　 △ 1,435

指定管理者納付

金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 67 ―



21款 諸収入

 農業者年金業務委託

 料

 東武日光駅前広場管

 理事業負担金

 長寿・健康増進推進

 交付金

 施設使用光熱水費等

 負担金

 副食費

 全国市長会市民総合

 賠償補償金

 学校災害共済給付金

 再商品化拠出金

 広域連合派遣職員給

 与等戻入金

 広告事業収入

 生活保護診療報酬等

 返還金

 農地転用済標識売上

 料

 措置入所者本人負担

 猶予分返納金

 放置自転車等移動保

 管料

 その他雑入

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 68 ―



節

22 款 市　債 △ 2,955,099

 1 項 市　債 △ 2,955,099

 1 目 総務債 △ 114,300 総務管理債

 2 目 民生債 児童福祉債

 3 目 衛生債 △ 851,500 保健衛生債

清掃債

 4 目 農林水産業債 農業債

林業債

 5 目 商工債 △ 34,900 観光債

 6 目 土木債 △ 117,100 土木管理債

道路橋りょう債

河川債

都市計画債

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 69 ―



22款 市　債

 集会所等整備事業債

 地方鉄道支援事業債

 過疎地域持続的発展

 特別事業債

 児童福祉施設整備事

 業債

 保健衛生施設整備事

 業債

 清掃施設整備事業債

 農業基盤整備事業債

 農業施設等整備事業

 債

 林道整備事業債

 観光施設等整備事業

 債

 急傾斜地対策事業債

 道路橋りょう整備事

 業債

 用水路整備事業債

 街なみ環境整備事業

 債

 公園整備事業債

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 70 ―



節

 7 目 消防債 消防債

 8 目 教育債 △ 119,500 小学校債

社会教育債

保健体育債

 9 目 災害復旧債 △ 12,199 農林水産施設災害復旧

債

公共土木施設災害復旧

債

公共施設等災害復旧債

10 目 臨時財政対策債 △ 1,754,000 臨時財政対策債

（廃　　目）　 △ 160,000

特別減収対策債

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 71 ―



22款 市　債

 消防防災施設整備事

 業債

 小学校整備事業債

 社会教育施設整備事

 業債

 学校給食施設整備事

 業債

 農業施設災害復旧事

 業債

 林業施設災害復旧事

 業債

 公共土木施設災害復

 旧事業債

 公共施設等災害復旧

 事業債

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 議会費 △1,847

 1項 議会費 △1,847

 1目 議会費 △1,847

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 73 ―



 1款 議会費

報　酬  議員報酬  議員報酬手当等

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当  議会交際費

 通勤手当  議会広報費

 時間外勤務手当  一般事務費

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 議員期末手当

 児童手当

共済費  職員共済費

 議員共済費

報償費  報償金

 報償物品費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

交際費

需用費  消耗品費

 燃料費

 食糧費

 印刷製本費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2款 総務費

 1項 総務管理費

 1目 一般管理費 △114,569

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 75 ―



 1款 議会費

使用料及び賃  機械等借上料

借料  自動車借上料

 施設使用料

 有料道路通行料

備品購入費  図書費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

 2款 総務費

報　酬  非常勤職員報酬  特別職人件費

 会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  安全衛生管理事業費

給　料  特別職給  職員研修費

 一般職給  市交際費

 会計年度任用職  職員福利厚生事業費

 給  市有自動車維持管理費

職員手当等  扶養手当

 住居手当  契約検査事務費

 通勤手当  市政功労等表彰事業費

 時間外勤務手当  行政改革費

 管理職員特別勤  一般事務費

 務手当

 管理職手当

 期末手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 76 ―



款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 77 ―



 2款 総務費

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員通勤手当

 会計年度任用職

 員時間外勤務手

 当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

 公務災害補償費

 労災保険料

 雇用保険料

 社会保険料

報償費  報償金

 報償物品費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

交際費

需用費  消耗品費

 燃料費

 食糧費

 印刷製本費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 広告料

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 78 ―



 2目 文書広報費 △18,149

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 79 ―



 2款 総務費

 保守委託料

 健康診査委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  自動車借上料

 施設使用料

 視聴料

 権利使用料

 有料道路通行料

備品購入費  庁用器具費

 機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  文書管理費

給　料  会計年度任用職  広報紙発行事業費

 給  広聴事業費

職員手当等  会計年度任用職  情報公開費

 員通勤手当  ホームページ運営事業費

 会計年度任用職

 員期末手当

報償費  報償物品費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 電算委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 財産管理費 △156,301

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 81 ―



 2款 総務費

使用料及び賃  機械等借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  市庁舎等維持管理費

報償費  報償金  市有地等管理費

旅　費  普通旅費  公共用地取得費

需用費  消耗品費  財政調整基金積立金

 燃料費  減債基金積立金

 光熱水費  湯西川流域活性化事業基金積立

 修繕料  金

役務費  手数料  川治ダム水源地域環境整備基金

 火災保険料  積立金

委託料  業務委託料  合併振興基金積立金

 測量・設計等委  ふるさと日光応援基金積立金

 託料

 施設維持管理委  公共施設等整備基金積立金

 託料

使用料及び賃  土地借上料  情報機器整備基金積立金

借料  有料道路通行料

工事請負費  改修工事請負費

原材料費  工事材料費

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金

積立金  財政調整基金積

 立金

 減債基金積立金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4目 企画費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 83 ―



 2款 総務費

 川治ダム水源地

 域環境整備基金

 積立金

 合併振興基金積

 立金

 ふるさと日光応

 援基金積立金

 湯西川流域活性

 化事業基金積立

 金

 公共施設等整備

 基金積立金

 情報機器整備基

 金積立金

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  企画調整費

 会計年度任用職  総合計画策定費

 員報酬  まちづくり推進事業費

職員手当等  会計年度任用職  市民との協働のまちづくり推進

 員期末手当  事業費

報償費  報償金  地方鉄道等支援事業費

旅　費  費用弁償

 普通旅費  ＤＸ推進事業費

需用費  消耗品費  新しい働き方推進事業費

 食糧費

 印刷製本費  総合戦略調整費

 光熱水費  結婚支援事業費

役務費  通信運搬費  ふるさと日光応援事業費

 広告料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5目 情報管理費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 85 ―



 2款 総務費

 手数料  シティプロモーション事業費

 火災保険料

 損害保険料  古河足尾地域振興基金積立金

委託料  業務委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料  機械等借上料

 施設使用料

工事請負費  改修工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

投資及び出資  出捐金

金

積立金  古河足尾地域振

 興基金積立金

需用費  消耗品費  電子自治体推進事業費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  業務委託料

 保守委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  施設使用料

 権利使用料

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 6目 人権対策費

 7目 男女共同参画費

 8目 消費者行政費 △353

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 87 ―



 2款 総務費

報　酬  非常勤職員報酬  人権対策推進事業費

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 広告料

委託料  保育委託料

負担金補助及  負担金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  男女共同参画推進事業費

報償費  報償金

 報償物品費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保育委託料

使用料及び賃  視聴料

借料

負担金補助及  補助金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  消費者行政費

 会計年度任用職

 員報酬

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 9目 行政センター費 △38,919

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 89 ―



 2款 総務費

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 印刷製本費

 光熱水費

役務費  通信運搬費

委託料  業務委託料

使用料及び賃  建物等借上料

借料

備品購入費  庁用器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

需用費  消耗品費  行政センター維持管理費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 測量・設計等委

 託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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10目 支所及び出張所 △51

費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 91 ―



 2款 総務費

 廃棄物処理等委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  視聴料

工事請負費  改修工事請負費

 解体工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

報　酬  会計年度任用職  支所及び出張所運営費

 員報酬

 会計年度任用職

 員報酬（時間外

 勤務手当相当分

 ）

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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11目 公平委員会費

12目 コミュニティ費 △7,578

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

使用料及び賃  土地借上料

借料  物品借上料

 視聴料

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

報　酬  委員報酬  公平委員会運営費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

負担金補助及  負担金

び交付金

需用費  消耗品費  一般事務費

 燃料費  コミュニティセンター維持管理

 印刷製本費  費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  視聴料

工事請負費  改修工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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13目 交通安全対策費 △2,283

14目 地域振興費 △34,090

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

報　酬  非常勤職員報酬  交通指導員事務事業費

 会計年度任用職

 員報酬  交通安全対策推進事業費

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当  生活路線バス対策費

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費  高齢化集落等日常生活交通支援

 燃料費  事業費

 印刷製本費  タクシーバリアフリー対策事業

 光熱水費  費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  物品借上料

 視聴料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

扶助費  日常生活交通助

 成費扶助費

公課費

報　酬  会計年度任用職  地域まちづくり事業費

 員報酬

職員手当等  会計年度任用職  まちづくり活動支援事業費

 員期末手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

共済費  雇用保険料  定住促進事業費

 社会保険料  自治振興費

報償費  報償金  高齢化集落対策事業費

旅　費  費用弁償  地域おこし協力隊事業費

 普通旅費

需用費  消耗品費  集会所維持管理費

 燃料費  日光明峰高等学校支援事業費

 印刷製本費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 測量・設計等委

 託料

 設計監理委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  自動車借上料

 施設使用料

 視聴料

 権利使用料

工事請負費  改修工事請負費

 修築工事請負費

 解体工事請負費

備品購入費  機械器具費

 施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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15目 諸　費 △1,391

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

貸付金  自治会施設等整

 備支援事業費貸

 付金

報　酬  非常勤職員報酬  安全で安心なまちづくり事業費

 会計年度任用職

 員報酬  市民総合賠償補償保険料

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当  公共施設振興公社交付金

報償費  報償金

旅　費  費用弁償  市民相談事業費

 普通旅費  一般事務費

需用費  消耗品費

 燃料費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  権利使用料

工事請負費  設置工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

 交付金

補償補填及び  市民総合災害補

賠償金  償金

公課費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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16目 放射性物質対策

費

17目 新型コロナウイ

ルス感染症緊急

経済対策費

 2項 徴税費

 1目 税務総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

給　料  会計年度任用職  放射性物質対策事業費

 給

職員手当等  会計年度任用職  農林水産物対策事業費

 員通勤手当

 会計年度任用職  放射性物質除染事業費

 員期末手当

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 健康診査委託料

負担金補助及  補助金

び交付金

需用費  消耗品費  プレミアム付き共通商品券発行

 印刷製本費  事業費

役務費  手数料  新型コロナウイルス感染症対策

負担金補助及  補助金  応援基金積立金

び交付金  新型コロナウイルス感染症対策

積立金  新型コロナウイ  事務費

 ルス感染症対策  日光手打ちそばめぐり開催事業

 応援基金積立金  費

報　酬  委員報酬  職員人件費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 賦課徴収費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

 会計年度任用職  固定資産評価審査委員会費

 員報酬

給　料  一般職給  還付金及び還付加算金

職員手当等  扶養手当

 住居手当  一般事務費

 通勤手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償物品費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

償還金利子及  還付金及び還付

び割引料  加算金

需用費  消耗品費  賦課徴収事務費

 燃料費  収納率向上対策事業費

 印刷製本費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3項 戸籍住民基本台

帳費

 1目 戸籍住民基本台

帳費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

 保守委託料

 電算委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

報　酬  会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  総合戸籍システム管理費

給　料  一般職給

職員手当等  扶養手当  住民情報システム管理費

 住居手当

 通勤手当  一般事務費

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 修繕料

役務費  通信運搬費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4項 選挙費

 1目 選挙管理委員会

費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 電算委託料

 廃棄物処理等委

 託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

報　酬  委員報酬  職員人件費

給　料  一般職給  選挙管理委員会運営費

職員手当等  扶養手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

共済費  職員共済費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

負担金補助及  負担金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 選挙啓発費 △39

 3目 参議院議員通常

選挙費

 4目 栃木県議会議員

選挙費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

報償費  報償物品費  常時啓発事業費

需用費  消耗品費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

報　酬  非常勤職員報酬  参議院議員通常選挙費

職員手当等  時間外勤務手当

 管理職員特別勤

 務手当

報償費  報償金

 報償物品費

需用費  消耗品費

 食糧費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 電算委託料

使用料及び賃  建物等借上料

借料  機械等借上料

 自動車借上料

 物品借上料

工事請負費  設置工事請負費

職員手当等  時間外勤務手当  栃木県議会議員選挙費

需用費  消耗品費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  電算委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5目 日光市議会議員

選挙費

 6目 小来川財産区議

会議員選挙費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

報　酬  非常勤職員報酬  日光市議会議員選挙費

職員手当等  時間外勤務手当

 管理職員特別勤

 務手当

 管理職手当

報償費  報償金

 報償物品費

需用費  消耗品費

 燃料費

 食糧費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  業務委託料

使用料及び賃  建物等借上料

借料  機械等借上料

 自動車借上料

 物品借上料

工事請負費  設置工事請負費

負担金補助及  交付金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  小来川財産区議会議員選挙費

職員手当等  時間外勤務手当

需用費  消耗品費

 食糧費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

負担金補助及  交付金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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（廃　　目）　 △51,914

衆議院議員総選

挙及び国民審査

費

（廃　　目）　 △23,740

日光市長・日光

市議会議員選挙

費

（廃　　目）　 △1,887

湯西川財産区議

会議員選挙費

 5項 統計調査費 △18,516

 1目 統計総務費 △15,774

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 113 ―



 2款 総務費

報　酬  会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  統計調査員確保対策費

 会計年度任用職  一般事務費

 員報酬（時間外

 勤務手当相当分

 ）

給　料  一般職給

職員手当等  扶養手当

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

旅　費  費用弁償

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 114 ―



 2目 統計調査費 △2,742

 6項 監査委員費 △474

 1目 監査委員費 △474

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 総務費

需用費  消耗品費

役務費  通信運搬費

報　酬  非常勤職員報酬  工業統計等調査費

 会計年度任用職

 員報酬

職員手当等  時間外勤務手当

報償費  報償物品費

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費

役務費  通信運搬費

報　酬  委員報酬  職員人件費

給　料  一般職給  監査委員運営費

職員手当等  扶養手当

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

共済費  職員共済費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

委託料  業務委託料

負担金補助及  負担金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3款 民生費

 1項 社会福祉費

 1目 社会福祉総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

 会計年度任用職  福祉委員活動費

 員報酬  社会福祉活動支援費

給　料  一般職給  民生諸費

職員手当等  扶養手当  社会福祉協議会補助金

 地域手当

 住居手当  避難行動要支援者支援事業費

 通勤手当

 特殊勤務手当  三日月福祉基金積立金

 時間外勤務手当  国民健康保険事業特別会計繰出

 管理職手当  金

 期末手当  介護保険事業特別会計繰出金

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償金

 報償物品費

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費

役務費  通信運搬費

 広告料

 手数料

 火災保険料

委託料  業務委託料

使用料及び賃  土地借上料

借料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 障がい者福祉費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

 交付金

積立金  三日月福祉基金

 積立金

繰出金  特別会計繰出金

報　酬  非常勤職員報酬  障がい者福祉諸費

 会計年度任用職  障がい者差別解消推進事業費

 員報酬

職員手当等  会計年度任用職  更生医療給付費

 員期末手当  障がい者在宅福祉事業費

報償費  報償金

 報償物品費  障がい福祉サービス費給付費

 賞賜金

旅　費  費用弁償  地域生活支援事業費

 普通旅費  重度心身障がい者医療費

需用費  消耗品費

 食糧費  特別障がい者等手当費

 印刷製本費

 修繕料  障がい者相談支援事業費

役務費  通信運搬費

 手数料  指定難病等対策事業費

 火災保険料

 損害保険料  障がい福祉施設整備事業費

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 診療報酬等審査  補装具費

 支払委託料  障がい者就労支援事業費

 施設入所措置等

 委託料  障がい者文化・スポーツ振興費

 障がい者相談支

 援委託料  軽度・中等度難聴児支援事業費

使用料及び賃  機械等借上料

借料  有料道路通行料  医療的ケア児支援事業費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

扶助費  身体障がい者医

 療給付費

 心身障がい者医

 療給付費

 特別障がい者手

 当費等

 指定難病等見舞

 金

 日常生活用具等

 給付費

 身体障がい者補

 装具費等支給費

 福祉タクシー料

 金扶助費

 紙おむつ支給費

 介護手当給付費

 介護給付費

 高額障がい者福

 祉サービス費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 高齢者福祉費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 計画相談支援給

 付費

報　酬  非常勤職員報酬  高齢者福祉諸費

 会計年度任用職  高齢者在宅介護支援事業費

 員報酬

職員手当等  会計年度任用職  自立対策・生活支援事業費

 員期末手当

報償費  報償物品費  介護保険低所得利用者負担対策

旅　費  費用弁償  費

 普通旅費  介護職員人材育成事業費

交際費

需用費  消耗品費  シルバー人材センター運営事業

 印刷製本費  費

役務費  手数料  日光市民病院介護老人保健施設

 火災保険料  補助事業費

委託料  業務委託料  高齢者福祉施設整備事業費

 施設入所措置等

 委託料  後期高齢者医療費負担金

 ホームヘルプ委

 託料  後期高齢者医療広域連合負担金

 緊急通報委託料

使用料及び賃  自動車借上料  高齢者福祉基金積立金

借料  後期高齢者医療事業特別会計繰

負担金補助及  負担金  出金

び交付金  補助金

扶助費  日常生活用具等

 給付費

 敬老祝金費

 紙おむつ支給費

 介護手当給付費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4目 国民年金費

 5目 社会福祉施設費 △5,226

（廃　　目）　 △1,306

人権対策費

（廃　　目）　 △9,096

男女共同参画費

 2項 児童福祉費

 1目 児童福祉総務費 △20,962

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

積立金  高齢者福祉基金

 積立金

繰出金  特別会計繰出金

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  住居手当  国民年金取扱事務費

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末手当

 勤勉手当

共済費  職員共済費

需用費  消耗品費

役務費  通信運搬費

需用費  消耗品費  社会福祉施設運営事業費

 修繕料

役務費  火災保険料

委託料  業務委託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料

工事請負費  改修工事請負費

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 会計年度任用職  児童福祉事業費

 員報酬  ファミリーサポートセンター事

 会計年度任用職  業費

 員報酬（時間外  すくすく赤ちゃん券支給事業費

 勤務手当相当分

 ）

給　料  一般職給

 会計年度任用職

 給

職員手当等  扶養手当

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員通勤手当

 会計年度任用職

 員時間外勤務手

 当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償物品費

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 児童措置費 △30,520

 3目 母子及び父子福

祉費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 保育委託料

 ファミリーサポ

 ートセンター運

 営委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

扶助費  ひとり親家庭等

 支援費

 すくすく赤ちゃ

 ん券支給費

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  児童扶養手当費

需用費  消耗品費  遺児手当費

委託料  電算委託料  児童手当費

扶助費  児童扶養手当費

 遺児手当費

 児童手当費

報　酬  非常勤職員報酬  母子及び父子福祉事務費

 会計年度任用職

 員報酬  母子及び父子医療費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 会計年度任用職  母子生活支援施設措置費

 員報酬（時間外

 勤務手当相当分  配偶者等暴力防止対策事業費

 ）

職員手当等  会計年度任用職  ひとり親家庭医療費資金貸付基

 員期末手当  金繰出金

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 電算委託料

 施設入所措置等

 委託料

使用料及び賃  有料道路通行料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

扶助費  ひとり親家庭医

 療給付費

 医療扶助費

 高等職業訓練促

 進費

公課費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4目 児童福祉施設費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

繰出金  ひとり親家庭医

 療費資金貸付基

 金繰出金

報　酬  非常勤職員報酬  保育園運営費

報償費  報償金  保育園施設整備事業費

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費  児童館運営費

 燃料費  障がい児通園施設運営費

 印刷製本費

 光熱水費  地域子育て支援センター運営費

 修繕料

 賄材料費  民間保育園等運営費

 医薬材料費

役務費  通信運搬費  民間児童館運営費

 手数料  放課後児童健全育成事業費

 火災保険料

 損害保険料  たんぽぽ広場運営費

委託料  業務委託料  施設等利用給付事業費

 測量・設計等委

 託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 保育委託料

 放課後児童クラ

 ブ運営委託料

 民間保育園等運

 営委託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  建物等借上料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 134 ―



 3項 生活保護費 △22,901

 1目 生活保護総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 機械等借上料

 自動車借上料

工事請負費  改修工事請負費

 設置工事請負費

 解体工事請負費

原材料費  庭砂購入費

備品購入費  施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

扶助費  学校災害共済給

 付金

 施設等利用給付

 費

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

 会計年度任用職  生活困窮者自立相談支援事業費

 員報酬

 会計年度任用職  一般事務費

 員報酬（時間外  新型コロナウイルス感染症生活

 勤務手当相当分  困窮者自立支援金事業費

 ）

給　料  一般職給

職員手当等  扶養手当

 住居手当

 通勤手当

 特殊勤務手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 扶助費 △54,242

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

 雇用保険料

 社会保険料

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 診療報酬等審査

 支払委託料

使用料及び賃  有料道路通行料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金

扶助費  生活扶助費

 住宅扶助費

公課費

扶助費  生活扶助費  扶助費

 住宅扶助費

 教育扶助費

 介護扶助費

 医療扶助費

 出産扶助費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4項 災害救助費

 1目 災害救助費

 4款 衛生費 △824,536

 1項 保健衛生費

 1目 保健衛生総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 民生費

 生業扶助費

 葬祭扶助費

 施設事務費

 就労自立給付金

 進学準備給付金

負担金補助及  交付金  災害見舞金

び交付金  災害救助費

扶助費  災害見舞金

貸付金  災害救助費貸付

 金

 4款 衛生費

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

 会計年度任用職  救急医療対策事業費

 員報酬

給　料  一般職給  へき地医療対策事業費

職員手当等  扶養手当

 住居手当  日光地域外来・検査センター運

 通勤手当  営費

 特殊勤務手当  地域医療整備事業費

 時間外勤務手当  地域医療整備基金積立金

 管理職手当

 期末手当  診療所事業特別会計繰出金

 勤勉手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 予防費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

 児童手当  水道事業会計繰出金

共済費  職員共済費

報償費  報償金  保健衛生諸費

 報償物品費

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費

 燃料費

 光熱水費

 修繕料

役務費  手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 廃棄物処理等委

 託料

使用料及び賃  物品借上料

借料

備品購入費  施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

貸付金  奨学資金貸付金

積立金  地域医療整備基

 金積立金

公課費

繰出金  特別会計繰出金

 水道事業会計繰

 出金

報　酬  非常勤職員報酬  乳幼児健康診査事業費

 会計年度任用職

 員報酬  乳児全戸訪問事業費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

職員手当等  時間外勤務手当  乳幼児健康相談事業費

 管理職員特別勤

 務手当  健康にっこう２１計画推進事業

 会計年度任用職  費

 員期末手当  健康診査事業費

報償費  報償金  予防接種事業費

 報償物品費  食育計画推進事業費

旅　費  費用弁償  新型インフルエンザ対策事業費

 普通旅費

需用費  消耗品費  子育て世代包括支援センター事

 燃料費  業費

 印刷製本費  不妊症対策支援事業費

 光熱水費

 修繕料  こころの健康づくり事業費

 医薬材料費

役務費  通信運搬費  歯科保健推進事業費

 手数料  新型コロナウイルス感染防止対

 火災保険料  策事業費

 損害保険料  新型コロナウイルスワクチン接

委託料  業務委託料  種体制確保事業費

 保守委託料  保健予防諸費

 電算委託料  自宅療養者支援事業費

 保育委託料

 廃棄物処理等委

 託料

 健康診査委託料

 予防接種委託料

使用料及び賃  建物等借上料

借料  機械等借上料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 こども医療対策 △3,279

費

 4目 妊産婦医療対策 △994

費

 5目 保健福祉センタ

ー費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

 交付金

扶助費  生活扶助費

 医療扶助費

 予防接種給付費

公課費

報　酬  会計年度任用職  こども医療対策費

 員報酬

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費

役務費  通信運搬費

委託料  電算委託料

扶助費  医療扶助費

需用費  消耗品費  妊産婦医療対策費

役務費  通信運搬費

委託料  電算委託料

扶助費  妊産婦医療扶助

 費

報　酬  非常勤職員報酬  保健福祉センター運営費

需用費  消耗品費

 燃料費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 6目 環境衛生費

 7目 環境保全費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  視聴料

借料

工事請負費  改修工事請負費

需用費  消耗品費  畜犬事務費

 燃料費  浄化槽設置整備事業費

 光熱水費

役務費  通信運搬費  斎場費

 手数料  墓地維持管理費

 火災保険料  飲料水水質検査補助事業費

委託料  業務委託料

 徴収委託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料

工事請負費  改修工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

報　酬  非常勤職員報酬  公害対策推進事業費

報償費  報償金  環境保全推進事業費

 報償物品費  地球温暖化防止対策推進事業費

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費  気候変動対策事業費

 燃料費  一般事務費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  手数料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2項 清掃費 △1,456,968

 1目 清掃総務費 △21,534

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

 損害保険料

委託料  業務委託料

 収集・運搬等委

 託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  有料道路通行料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当  環境美化委員活動費

 通勤手当  関の沢集会所維持管理費

 特殊勤務手当

 時間外勤務手当  一般事務費

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

共済費  職員共済費

 公務災害補償費

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 修繕料

役務費  火災保険料

委託料  業務委託料

使用料及び賃  有料道路通行料

借料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 塵芥処理費 △1,432,112

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

報　酬  会計年度任用職  ごみ収集費

 員報酬  ごみ処理費

職員手当等  会計年度任用職  環境美化事業費

 員期末手当  リサイクルセンター整備事業費

報償費  報償金

旅　費  費用弁償  クリーンセンター等維持管理費

 普通旅費

需用費  消耗品費  最終処分場維持管理費

 燃料費

 印刷製本費  ごみ減量化等推進基金積立金

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 設計監理委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 廃棄物処理等委

 託料

 収集・運搬等委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  機械等借上料

 視聴料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 し尿処理費 △3,322

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

工事請負費  整備工事請負費

 改修工事請負費

 解体工事請負費

負担金補助及  補助金

び交付金

積立金  ごみ減量化等推

 進基金積立金

公課費

旅　費  普通旅費  し尿処理費

需用費  消耗品費  環境センター維持管理費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 廃棄物処理等委

 託料

 収集・運搬等委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  物品借上料

 有料道路通行料

負担金補助及  負担金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5款 労働費

 1項 労働諸費

 1目 労働諸費

 6款 農林水産業費

 1項 農業費

 1目 農業委員会費 △72

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 衛生費

償還金利子及  還付金及び還付

び割引料  加算金

 5款 労働費

需用費  消耗品費  鹿沼共同高等産業技術学校運営

 印刷製本費  費等補助金

委託料  業務委託料  勤労者住宅資金貸付金

 保守委託料  就業支援対策費

 保育委託料

負担金補助及  補助金

び交付金

貸付金  勤労者住宅資金

 貸付金

 6款 農林水産業費

報　酬  委員報酬  農業委員等報酬

 会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  農業委員会交際費

給　料  一般職給  農業経営基盤強化事業費

職員手当等  扶養手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 農業総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 157 ―



 6款 農林水産業費

 通勤手当  農業経営基盤強化促進事業費

 時間外勤務手当

 管理職手当  農地調査農家基本台帳整備費

 期末手当

 勤勉手当  一般事務費

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

交際費

需用費  消耗品費

 燃料費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 損害保険料

委託料  保守委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  有料道路通行料

負担金補助及  負担金

び交付金

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当  中山間地域農村環境保全基金積

 住居手当  立金

 通勤手当  一般事務費

 時間外勤務手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 農業振興費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 6款 農林水産業費

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

共済費  職員共済費

報償費  報償物品費

需用費  消耗品費

 燃料費

 修繕料

役務費  手数料

 損害保険料

使用料及び賃  土地借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

積立金  中山間地域農村

 環境保全基金積

 立金

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  農業金融対策費

報償費  報償金  農業振興地域整備促進事業費

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費  農業農村男女共同参画推進事業

 燃料費  費

 光熱水費  子どもたちのアグリ体験学習支

 修繕料  援事業費

役務費  通信運搬費  むらづくり推進対策事業費

 手数料

 火災保険料  ふれあいの郷づくり事業費

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4目 畜産業費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 6款 農林水産業費

 保守委託料  地産地消・グリーンツーリズム

 施設維持管理委  推進事業費

 託料  中山間地域等直接支払交付事業

使用料及び賃  土地借上料  費

借料  機械等借上料  新規就農・経営継承総合支援事

 視聴料  業費

備品購入費  施設器具費  農業振興対策費

負担金補助及  負担金  体験農園地等施設維持管理費

び交付金  補助金

 交付金  農業公社交付金

 病害虫防除対策費

 日光ブランド物産販売所等運営

 管理費

 農業成長戦略推進事業費

 人・農地問題解決加速化支援事

 業費

需用費  消耗品費  畜産振興対策事業費

 燃料費  市営牧場維持管理費

 修繕料

役務費  手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 162 ―



 5目 農地費

 6目 地籍調査費 △6,673

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 6款 農林水産業費

公課費

需用費  消耗品費  日本型直接支払制度多面的機能

 燃料費  支払事業費

 光熱水費  県営土地改良事業費

 修繕料  県単農業農村整備事業費

役務費  通信運搬費

 手数料  市営農道舗装整備事業費

 火災保険料

 損害保険料  市単土地改良事業費

委託料  業務委託料  圃場整備推進費

 測量・設計等委  圃場整備地内幹線農道整備事業

 託料  費

 施設維持管理委  農地耕作条件改善事業費

 託料

 指定管理料  水利施設等保全高度化事業費

使用料及び賃  土地借上料

借料  農村環境改善センター・大室ダ

工事請負費  整備工事請負費  ム等維持管理費

 改修工事請負費  栃木県土地改良事業団体連合会

 修築工事請負費  等負担金

原材料費  工事材料費  土地改良区補助金

公有財産購入  土地購入費

費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

 交付金

公課費

需用費  消耗品費  地籍調査事業費

 燃料費

 修繕料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2項 林業費

 1目 林業総務費

 2目 林業振興費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 6款 農林水産業費

役務費  損害保険料

委託料  測量・設計等委

 託料

負担金補助及  負担金

び交付金

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当

 住居手当

 通勤手当

 特殊勤務手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

共済費  職員共済費

報　酬  非常勤職員報酬  治山林道事業費

 会計年度任用職  県営林道改良事業費

 員報酬  県単林道改良事業費

職員手当等  会計年度任用職  森林整備地域活動支援交付金事

 員期末手当  業費

共済費  雇用保険料  野生鳥獣対策事業費

 社会保険料  林産業等振興事業費

報償費  報償金  緑化推進事業費

旅　費  費用弁償  林業施設維持管理費

 普通旅費  造林事業費

需用費  消耗品費  とちぎの元気な森づくり事業費

 燃料費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 166 ―



 3目 市有林管理費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 6款 農林水産業費

 光熱水費  森林環境譲与税事業費

 修繕料

役務費  通信運搬費  農山漁村地域整備交付金事業費

 手数料

 火災保険料  森林整備基金積立金

 損害保険料

委託料  業務委託料

 測量・設計等委

 託料

 設計監理委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料

工事請負費  整備工事請負費

 改修工事請負費

 修築工事請負費

原材料費  工事材料費

 加工用原料費

備品購入費  施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

 交付金

積立金  森林整備基金積

 立金

公課費

需用費  燃料費  市有林管理費

役務費  火災保険料

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3項 水産業費

 1目 水産業総務費

 7款 商工費

 1項 商工費 △26,344

 1目 商工総務費 △4,874

 2目 商工業振興費 △21,470

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 6款 農林水産業費

負担金補助及  負担金

び交付金

負担金補助及  補助金  水産業振興事業費

び交付金

 7款 商工費

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当  煙火消費許可関係事務費

 住居手当  一般事務費

 通勤手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

共済費  職員共済費

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

負担金補助及  負担金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  金融対策費

 会計年度任用職  中心市街地活性化推進事業費

 員報酬

報償費  報償金  商工業振興対策費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2項 観光費

 1目 観光総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 7款 商工費

旅　費  費用弁償  商店街活性化推進事業費

 普通旅費

需用費  消耗品費  地場産業振興費

 燃料費  企業オフィス設置等推進事業費

 印刷製本費

 修繕料  工業導入促進費

役務費  通信運搬費  陸砂利採石監視事業費

 手数料  しごとづくり推進事業費

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保育委託料

 指定管理料

使用料及び賃  建物等借上料

借料  施設使用料

 有料道路通行料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

貸付金  中小企業振興資

 金貸付金

 小倉町周辺整備

 商業施設取得等

 資金貸付金

補償補填及び  損失補償費

賠償金

公課費

報　酬  会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  観光推進体制整備事業費

給　料  一般職給

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 173 ―



 7款 商工費

職員手当等  扶養手当  観光企画費

 住居手当  観光交流推進事業費

 通勤手当  国際交流推進事業費

 時間外勤務手当  銅山観光事業特別会計繰出金

 管理職手当

 期末手当  一般事務費

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 食糧費

 印刷製本費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

使用料及び賃  建物等借上料

借料  自動車借上料

 施設使用料

 視聴料

 有料道路通行料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 観光宣伝費

 3目 観光施設費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 7款 商工費

公課費

繰出金  特別会計繰出金

報償費  報償金  観光宣伝費

旅　費  普通旅費  観光事業費

需用費  消耗品費  外国人来訪者通訳案内事業費

 印刷製本費

 修繕料  スポーツツーリズム推進事業費

役務費  通信運搬費

 広告料

 手数料

委託料  業務委託料

 保守委託料

使用料及び賃  有料道路通行料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

需用費  消耗品費  観光施設運営費

 燃料費  観光施設維持管理費

 光熱水費

 修繕料  温泉施設運営費

役務費  通信運搬費  温泉事業特別会計繰出金

 広告料

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 測量・設計等委

 託料

 設計監理委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 8款 土木費 △226,722

 1項 土木管理費

 1目 土木総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 7款 商工費

 施設維持管理委

 託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料  施設使用料

 権利使用料

工事請負費  改修工事請負費

 撤去工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

繰出金  特別会計繰出金

 8款 土木費

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

 会計年度任用職  分譲地対策事業費

 員報酬  法定外公共物管理事業費

給　料  一般職給

職員手当等  扶養手当  県営急傾斜地対策事業費

 住居手当

 通勤手当  建築指導費

 特殊勤務手当  住環境対策事業費

 時間外勤務手当  土地開発基金繰出金

 管理職手当  一般事務費

 期末手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款 土木費

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 測量・設計等委

 託料

 保守委託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  機械等借上料

 有料道路通行料

工事請負費  改修工事請負費

原材料費  工事材料費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

繰出金  土地開発基金繰

 出金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2項 道路橋りょう費

 1目 道路橋りょう総

務費

 2目 道路維持費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款 土木費

報償費  報償金  道路台帳整備費

需用費  消耗品費  市道未登記整理事業費

 燃料費

 修繕料  一般事務費

役務費  手数料

 損害保険料

委託料  測量・設計等委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料

補償補填及び  損害賠償金

賠償金

公課費

需用費  消耗品費  社会資本整備総合交付金事業費

 燃料費

 光熱水費  道路維持費

 修繕料  公共施設等適正管理推進事業費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

 計画策定等委託

 料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

工事請負費  整備工事請負費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 道路新設改良費

 4目 橋りょう等維持

費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款 土木費

 改修工事請負費

 修築工事請負費

原材料費  工事材料費

負担金補助及  補助金

び交付金

公課費

報償費  報償金  地方創生道整備推進交付金事業

旅　費  普通旅費  費

需用費  消耗品費  社会資本整備総合交付金事業費

 燃料費

 修繕料  市単道路改良事業費

役務費  手数料

 損害保険料  市単舗装新設事業費

委託料  測量・設計等委

 託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  有料道路通行料

借料

工事請負費  整備工事請負費

公有財産購入  土地購入費

費

補償補填及び  物件移転等補償

賠償金  費

需用費  消耗品費  橋りょう等維持補修費

役務費  通信運搬費

委託料  測量・設計等委

 託料

 工事委託金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5目 橋りょう新設改 △10,000

良費

 3項 河川費 △29,848

 1目 河川改良費 △29,848

 4項 都市計画費 △266,455

 1目 都市計画総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款 土木費

 計画策定等委託

 料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

工事請負費  改修工事請負費

負担金補助及  負担金  橋りょう新設改良事業費

び交付金

需用費  消耗品費  河川整備事業費

 光熱水費

 修繕料

委託料  測量・設計等委

 託料

 施設維持管理委

 託料

工事請負費  改修工事請負費

 修築工事請負費

原材料費  工事材料費

負担金補助及  補助金

び交付金

補償補填及び  物件移転等補償

賠償金  費

報　酬  非常勤職員報酬  都市計画審議会委員報酬

給　料  一般職給

職員手当等  扶養手当  職員人件費

 住居手当  雨水調整池等維持管理費

 通勤手当

 時間外勤務手当  街並景観形成資金預託金

 管理職手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 都市再生事業費 △26,321

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款 土木費

 期末手当  開発許可等事務費

 勤勉手当  宅地耐震化推進事業費

 児童手当

共済費  職員共済費  一般事務費

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 修繕料

役務費  手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

使用料及び賃  権利使用料

借料

工事請負費  改修工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

貸付金  街並景観形成資

 金貸付金

公課費

旅　費  普通旅費  街なみ環境整備事業費

需用費  消耗品費

 燃料費  中心市街地活性化推進事業費

 光熱水費

 修繕料

役務費  手数料

 損害保険料

委託料  測量・設計等委

 託料

 保守委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 街路事業費 △3,365

 4目 下水道費 △231,957

 5目 公園費 △18,941

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款 土木費

 施設維持管理委

 託料

工事請負費  整備工事請負費

 改修工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

需用費  消耗品費  都市計画街路整備事業費

役務費  手数料

委託料  測量・設計等委

 託料

補償補填及び  損失補償費

賠償金

繰出金  下水道事業会計  下水道事業会計繰出金

 繰出金

需用費  消耗品費  公園維持管理費

 燃料費

 光熱水費

 修繕料

役務費  手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料  機械等借上料

工事請負費  改修工事請負費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5項 住宅費 △62,642

 1目 住宅管理費 △62,642

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 191 ―



 8款 土木費

 撤去工事請負費

公課費

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当  市営住宅維持管理費

 住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

共済費  職員共済費

報償費  報償金

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

委託料  業務委託料

 設計監理委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料

工事請負費  解体工事請負費

原材料費  工事材料費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 192 ―



 9款 消防費

 1項 消防費

 1目 常備消防費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 8款 土木費

負担金補助及  負担金

び交付金

補償補填及び  物件移転等補償

賠償金  費

 9款 消防費

給　料  一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当  消防本部運営費

 住居手当  今市消防署運営費

 通勤手当  日光消防署運営費

 特殊勤務手当  藤原消防署運営費

 時間外勤務手当  常備消防車両等購入費

 夜間勤務手当

 休日勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

共済費  職員共済費

 公務災害補償費

報償費  報償物品費

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 非常備消防費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 9款 消防費

 光熱水費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

 廃棄物処理等委

 託料

 収集・運搬等委

 託料

 健康診査委託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  視聴料

 権利使用料

 有料道路通行料

原材料費  工事材料費

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  消防団員報酬

報償費  報償物品費  消防団運営費

旅　費  費用弁償  非常備消防車両等購入費

需用費  消耗品費

 燃料費

 食糧費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 消防施設費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 9款 消防費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  物品借上料

工事請負費  整備工事請負費

原材料費  工事材料費

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

需用費  修繕料  消防施設維持費

役務費  手数料  消火栓新設費

委託料  業務委託料  防火水槽新設費

 測量・設計等委  消防団詰所整備事業費

 託料

 設計監理委託料  高機能消防指令センター施設維

使用料及び賃  土地借上料  持費

借料  水道事業会計繰出金

工事請負費  整備工事請負費

 改修工事請負費

 解体工事請負費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4目 水防費

 5目 防災対策費 △4,323

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 9款 消防費

公有財産購入  土地購入費

費

負担金補助及  負担金

び交付金

繰出金  水道事業会計繰

 出金

需用費  消耗品費  水防対策費

原材料費  工事材料費

報　酬  非常勤職員報酬  自主防災組織育成費

報償費  報償金  防災対策事務費

旅　費  普通旅費  防災行政情報システム維持管理

需用費  消耗品費  費

 燃料費

 食糧費

 光熱水費

 賄材料費

役務費  通信運搬費

 火災保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  施設使用料

工事請負費  整備工事請負費

備品購入費  施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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10款 教育費 △261,374

 1項 教育総務費

 1目 教育委員会費

 2目 事務局費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

報　酬  委員報酬  教育委員報酬

旅　費  費用弁償  教育委員会交際費

交際費  一般事務費

需用費  消耗品費

給　料  特別職給  特別職人件費

 一般職給  職員人件費

職員手当等  扶養手当  事務局関係費

 住居手当  自動車維持管理費

 通勤手当  栃木県連合教育会等負担金

 時間外勤務手当

 管理職手当  スクールバス整備事業費

 期末手当

 勤勉手当  学校事務関係費

 児童手当

共済費  職員共済費

 公務災害補償費

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 電算委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 教育振興費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

 施設維持管理委

 託料

 健康診査委託料

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  校医報酬

 会計年度任用職  教育祭費

 員報酬  学校教育支援事業費

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当  早期英語教育事業費

共済費  労災保険料  地域ぐるみの学校安全体制整備

 雇用保険料  推進事業費

 社会保険料  特別支援教育推進事業費

報償費  報償金

 報償物品費  学校災害共済費

旅　費  費用弁償  教育振興等支援事業費

 普通旅費

需用費  消耗品費  教育用パーソナルコンピュータ

 燃料費  管理費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4目 奨学金

 2項 小学校費 △60,612

 1目 学校管理費 △59,949

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

 保守委託料

 健康診査委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  自動車借上料

 権利使用料

 有料道路通行料

備品購入費  機械器具費

 施設器具費

 図書費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

扶助費  教育扶助費

 学校災害共済給

 付金

貸付金  小中学校入学資

 金貸付金

公課費

需用費  消耗品費  奨学金貸付事業費

役務費  手数料

委託料  保守委託料

貸付金  奨学資金貸付金

給　料  一般職給  職員人件費

 会計年度任用職  小学校学校管理運営費

 給

職員手当等  扶養手当  小学校校舎等維持管理費

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末手当

 勤勉手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

 会計年度任用職

 員通勤手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

 労災保険料

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

委託料  業務委託料

 測量・設計等委

 託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  自動車借上料

 視聴料

工事請負費  改修工事請負費

原材料費  庭砂購入費

備品購入費  施設器具費

 図書費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 教育振興費 △663

 3項 中学校費 △59,921

 1目 学校管理費 △60,731

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

負担金補助及  負担金

び交付金

需用費  消耗品費  小学校教材費

 印刷製本費  小学校特別支援教育振興費

 修繕料

委託料  業務委託料  小学校理科教育等振興費

備品購入費  施設器具費

 小学校スポーツ活動振興費

給　料  一般職給  職員人件費

 会計年度任用職  中学校学校管理運営費

 給

職員手当等  扶養手当  中学校校舎等維持管理費

 通勤手当

 時間外勤務手当  中学校各種大会参加費補助金

 期末手当

 勤勉手当

 会計年度任用職

 員通勤手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

 労災保険料

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 教育振興費

 4項 幼稚園費 △488

 1目 幼稚園費 △488

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 211 ―



10款 教育費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  土地借上料

借料  自動車借上料

 視聴料

工事請負費  改修工事請負費

原材料費  庭砂購入費

備品購入費  施設器具費

 図書費

負担金補助及  補助金

び交付金

報償費  報償金  中学校教材費

需用費  消耗品費  マイ・チャレンジ推進事業費

 修繕料

役務費  損害保険料  中学校特別支援教育振興費

委託料  業務委託料

備品購入費  施設器具費  中学校部活動外部指導者派遣事

 業費

 中学校理科教育等振興費

委託料  業務委託料  幼稚園等教育支援事業費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5項 社会教育費

 1目 社会教育総務費 △44,147

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 213 ―



10款 教育費

報　酬  非常勤職員報酬  社会教育委員費

 会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  社会教育指導員活動費

 会計年度任用職

 員報酬（時間外  生涯学習推進事業費

 勤務手当相当分  地域・人づくり推進費

 ）  家庭教育振興事業費

給　料  一般職給  青少年教育事業費

職員手当等  扶養手当  はたちの集い費

 住居手当  人権教育推進費

 通勤手当  赤間々会館運営費

 特殊勤務手当  地域教育力活性化事業費

 時間外勤務手当

 管理職手当  芸術文化振興基金積立金

 期末手当  一般事務費

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償金

 報償物品費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 公民館費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

― 215 ―



10款 教育費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 電算委託料

 施設維持管理委

 託料

 保育委託料

使用料及び賃  自動車借上料

借料  施設使用料

 有料道路通行料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

積立金  芸術文化振興基

 金積立金

公課費

報償費  報償金  公民館運営費

旅　費  費用弁償  公民館維持管理費

 普通旅費  講座等開催費

需用費  消耗品費  杉並木大学校運営費

 燃料費  自治公民館活動振興費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 文化振興費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

委託料  業務委託料

 設計監理委託料

 施設維持管理委

 託料

 保育委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  自動車借上料

 物品借上料

 施設使用料

 視聴料

 権利使用料

工事請負費  設置工事請負費

 解体工事請負費

備品購入費  図書費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

報償費  報償金  合唱団育成費

 賞賜金  文化振興事業費

需用費  消耗品費  ふくろうの森手塚登久夫石彫館

 燃料費  運営費

 光熱水費  杉並木公園ギャラリー運営費

 修繕料

役務費  通信運搬費  民俗芸能振興事業費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4目 文化財保護費 △28,615

 5目 少年指導センタ

ー費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

使用料及び賃  自動車借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

報　酬  非常勤職員報酬  文化財保護対策費

報償費  報償金  世界遺産保護対策費

 報償物品費  報徳仕法農家維持管理費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 光熱水費

役務費  手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  権利使用料

工事請負費  改修工事請負費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

報　酬  非常勤職員報酬  少年指導センター運営費

 会計年度任用職

 員報酬

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

委託料  業務委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 6目 文化会館費

 7目 勤労青少年ホー △62

ム費

 8目 図書館費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

負担金補助及  負担金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  文化会館運営費

需用費  光熱水費  文化会館維持管理費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 火災保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  勤労青少年ホーム運営費

報償費  報償金

需用費  消耗品費  勤労青少年ホーム維持管理費

 燃料費

 修繕料

役務費  火災保険料

 損害保険料

負担金補助及  負担金

び交付金

報　酬  非常勤職員報酬  図書館運営費

需用費  修繕料

役務費  通信運搬費

 火災保険料

委託料  設計監理委託料

 保守委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 9目 資料館費 △44

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

 指定管理料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

工事請負費  整備工事請負費

報　酬  非常勤職員報酬  資料館運営費

 会計年度任用職  調査研究事業費

 員報酬  展示開催費

 会計年度任用職

 員報酬（時間外

 勤務手当相当分

 ）

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  施設使用料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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10目 美術館費 △4,049

 6項 保健体育費 △434,913

 1目 保健体育総務費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

 権利使用料

 有料道路通行料

備品購入費  庁用器具費

 図書費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  小杉放菴記念日光美術館運営費

旅　費  普通旅費

需用費  燃料費

 修繕料

役務費  手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 指定管理料

公課費

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

 会計年度任用職  スポーツ・レクリエーション普

 員報酬  及促進事業費

 会計年度任用職  スポーツ団体支援・育成事業費

 員報酬（時間外

 勤務手当相当分  市民スポーツ大会開催費

 ）

給　料  一般職給  学校開放事業費

職員手当等  扶養手当  スポーツ協会等補助金

 住居手当

 通勤手当  国民体育大会開催事業費

 時間外勤務手当

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 体育施設費 △501,521

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

 管理職手当  一般事務費

 期末手当

 勤勉手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

報償費  報償金

 報償物品費

 賞賜金

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

使用料及び賃  施設使用料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

報償費  報償金  社会体育施設運営費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 学校給食費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

 光熱水費

 修繕料

 医薬材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 測量・設計等委

 託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 廃棄物処理等委

 託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料  機械等借上料

 物品借上料

 視聴料

工事請負費  改修工事請負費

原材料費  庭砂購入費

公有財産購入  土地購入費

費

備品購入費  施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

報　酬  会計年度任用職  学校給食管理費

 員報酬

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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10款 教育費

給　料  会計年度任用職

 給

職員手当等  会計年度任用職

 員通勤手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  労災保険料

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 光熱水費

 修繕料

 賄材料費

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 給食委託料

工事請負費  改修工事請負費

備品購入費  機械器具費

 施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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11款 災害復旧費 △82,500

 1項 農林水産施設災 △82,498

害復旧費

 1目 農業施設災害復

旧費

 2目 林業施設災害復 △82,498

旧費

 2項 公共土木施設災 △2

害復旧費

 1目 公共土木施設災 △2

害復旧費

 3項 公共施設等災害

復旧費

 1目 公共施設等災害

復旧費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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11款 災害復旧費

需用費  消耗品費  農業施設災害復旧事業費

 燃料費

委託料  測量・設計等委

 託料

工事請負費  災害復旧工事請

 負費

負担金補助及  補助金

び交付金

委託料  測量・設計等委  林業施設災害復旧事業費

 託料

工事請負費  災害復旧工事請

 負費

需用費  消耗品費  公共土木施設災害復旧事業費

 燃料費

役務費  通信運搬費

委託料  測量・設計等委

 託料

工事請負費  災害復旧工事請

 負費

工事請負費  災害復旧工事請  公共施設等災害復旧事業費

 負費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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12款 公債費 △368,900

 1項 公債費 △368,900

 1目 元　金 △318,629

 2目 利　子 △50,271

 3目 公債諸費

13款 諸支出金

 1項 普通財産取得費

 1目 普通財産取得費

14款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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12款 公債費

償還金利子及  償還金  元金償還金

び割引料

償還金利子及  市債等利子  利子支払金

び割引料

役務費  手数料  公債諸費

13款 諸支出金

公有財産購入  土地購入費  普通財産取得費

費  公共用地先行取得事業特別会計

繰出金  特別会計繰出金  繰出金

14款 予備費

予備費  予備費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳

内 訳

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額

金 額

説 明

説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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職員数 報　酬 給　料
期  末
手  当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計 共済費 合　計 備　考

（千円）

年 　間
支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

10,549

(3.25)

43,628

(3.25)

その他の
特 別 職 4,048 206,106 206,106 206,106

計 4,075 316,874 26,727 54,177 138 397,916 42,067 439,983

10,888

(3.30)

44,310

(3.30)

その他の
特 別 職 4,301 165,707 165,707 165,707

計 4,328 276,827 27,303 55,198 212 359,540 43,823 403,363

長　等 △ 576 △ 339 △ 74 △ 989 △ 224 △ 1,213

議　員 △ 352 △ 682 △ 1,034 △ 1,532 △ 2,566

その他の
特 別 職 △ 253 40,399 40,399 40,399

計 △ 253 40,047 △ 576 △ 1,021 △ 74 38,376 △ 1,756 36,620

給 　与　 費 　明　 細　 書

１　　特　　別　　職

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分

本
　
　
年
　
　
度

長　等 3 26,727 37,414 6,827 44,241 通勤手当

議　員 24 110,768

前
　
　
年
　
　
度

長　等 3 27,303

138

通勤手当

154,396 35,240 189,636

212 38,403 7,051 45,454

155,430 36,772 192,202

比
　
　
　
　
　
較

議　員 24 111,120
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(411)
915

548,683 3,716,980 2,221,822 6,487,485 1,306,659 7,794,144 0

前 年 度
(512)
932

570,462 3,757,441 2,322,602 6,650,505 1,310,636 7,961,141

比　　較
(△101)

△17
△ 21,779 △ 40,461 △ 100,780 △ 163,020 △ 3,977 △ 166,997 0

　（　）内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 104,190 261 42,506 0 90,955 0 4,794

前年度 106,098 282 43,961 0 92,248 0 5,944

比　較 △ 1,908 △ 21 △ 1,455 0 △ 1,293 0 △ 1,150

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 293,150 0 1,298 12,118 38,640 77,686 895,182

前年度 291,633 0 720 12,000 38,000 83,545 976,352

比　較 1,517 0 578 118 640 △ 5,859 △ 81,170

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 602,982 0 58,060 0 0 0 0

前年度 611,154 0 60,665 0 0 0 0

比　較 △ 8,172 0 △ 2,605 0 0 0 0

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

２　　一　　般　　職

（１）　総　　　括

区　　分 職員数

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

4,784

4,606

合  　  計 備  　  考共  済  費
給　　　　　与　　　　　費
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給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(19)
915

3,585,205 2,096,195 5,681,400 1,190,163 6,871,563

前 年 度
(20)
932

3,617,320 2,180,840 5,798,160 1,190,278 6,988,438

比　　較
(△1)
△17

△ 32,115 △ 84,645 △ 116,760 △ 115 △ 116,875

　（　）内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 104,190 261 42,506 83,710 4,794

前年度 106,098 282 43,961 84,782 5,944

比　較 △ 1,908 △ 21 △ 1,455 0 △ 1,072 0 △ 1,150

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 293,079 1,298 12,118 38,640 77,686 776,871

前年度 291,555 720 12,000 38,000 83,545 842,134

比　較 1,524 0 578 118 640 △ 5,859 △ 65,263

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 602,982 58,060

前年度 611,154 60,665

比　較 △ 8,172 0 △ 2,605 0

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

区　分

職員手当

等の内訳

一人当たり給与費（千円）

6,083

6,091

区　分

区　分

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

備  　  考
給　　　　　与　　　　　費

共  済  費区　　分 職員数

ア　会計年度任用職員以外の職員

合  　  計
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 (392) 548,683 131,775 125,627 806,085 116,496 922,581

前 年 度 (492) 570,462 140,121 141,762 852,345 120,358 972,703

比　　較 (△100) △ 21,779 △ 8,346 △ 16,135 △ 46,260 △ 3,862 △ 50,122

　（　）内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 7,245

前年度 7,466

比　較 0 0 0 0 △ 221 0 0

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 71 118,311

前年度 78 134,218

比　較 △ 7 0 0 0 0 0 △ 15,907

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　較 0 0 0 0

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

区　　分 職員数

イ　会計年度任用職員

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

1,910

1,732

合  　  計 備  　  考共  済  費
給　　　　　与　　　　　費
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増減額

（千円） （千円）

給料 △ 40,461 給与改定 0

に伴う

増減分 0.0%

昇給 38,306

に伴う 738 人

増加分

その他の △ 78,767

増減分 17,114

△ 27,929

　新陳代謝及び職員数減等 △ 67,952

職員 △ 100,780 制度改正 △ 65,364 給与改定による増減

手当 に伴う 　期末手当 △ 58,832

 等 増減分 　勤勉手当

管理職手当削減による減分 【削減内容】 (削減率)

△ 6,532 6級　 5%

8級及び7級　 10%

その他の △ 35,416

増減分 　期末手当 11,084

　勤勉手当 8,498

　　職員数の減
　　手当受給者の変動等 △ 54,998

昇給・昇格に伴うはね返り増減

昇格による増分

会計間異動による増減分

人事異動等による増減分

(対象)

　平均昇給率 （昇給期） （職員数）

1.1% 　昇給
　職員数

１月

人事異動等による増減分

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説              明 備　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況

　給料の改定率
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一般行政職 技能労務職 消　防　職

329,744 324,156 306,677

４４歳　７月 ５６歳　１月 ３９歳　４月

330,100 324,521 302,905

４４歳　２月 ５６歳　０月 ３８歳　８月

（単位：円）

行政職（一）
一般職

行政職（二）
技能職

高 校 卒 150,600 152,700 150,600 147,900

大 学 卒 182,200 ― 182,200 ―

国　　の　　制　　度

令和３年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

　　イ　初　　任　　給

区　　分
一般行政職

消防職
を含む

技能労務職

（３）　給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員一人当たり給料

区　　　　　　　　　分

令和４年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

― 242 ―



　　ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％） （人） （％）

８ 級 12 1.7 ５ 級 15 83.3 ８ 級 1 0.5

７ 級 50 7.1 ４ 級 2 11.1 ７ 級 7 3.7

６ 級 74 10.5 ３ 級 ６ 級 22 11.6

５ 級 77 10.9 ２ 級 ５ 級 21 11.0

４ 級 227 32.1 １ 級 ４ 級 45 23.7

３ 級 120 17.0 再任用
(14)

1
(100.0)

5.6
３ 級 37 19.5

２ 級 78 11.0 ２ 級 35 18.4

１ 級 38 5.4 １ 級 22 11.6

任期付 8 1.1 再任用 (2) (100.0)

再任用
(3)
23

(100.0)
3.2

計
(3)

707
(100.0)
100.0

計
(14)
18

(100.0)
100.0

計
(2)

190
(100.0)
100.0

８ 級 12 1.7 ５ 級 19 79.1 ８ 級 1 0.5

７ 級 50 6.9 ４ 級 4 16.7 ７ 級 7 3.7

６ 級 79 10.9 ３ 級 ６ 級 18 9.5

５ 級 80 11.0 ２ 級 ５ 級 26 13.7

４ 級 232 32.0 １ 級 ４ 級 35 18.4

３ 級 121 16.7 再任用
(13)

1
(100.0)

4.2
３ 級 42 22.1

２ 級 83 11.4 ２ 級 33 17.4

１ 級 44 6.1 １ 級 28 14.7

任期付 9 1.2 再任用 (2) (100.0)

再任用
(5)
15

(100.0)
2.1

計
(5)

725
(100.0)
100.0

計
(13)
24

(100.0)
100.0

計
(2)

190
(100.0)
100.0

　（　）内は、短時間勤務職員であり外書きです。

級 級 級

令和４年１月１日現在

令和３年１月１日現在

区    　　　　分

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職 消 　　　防　 　　職
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区　　　分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

主 　事

保育士

技 　師

保健師

看護師

栄養士

参 　事 副参事 主　 幹 主 　査 主 　任 主 　事

消防監 司令長 司令補 士 　長 副士長 消防士

区　　　分 ５ 級 ４ 級 ２ 級 １ 級

主 　任

消   防  職
司 　令

３ 級

副主幹

技能労務職
技能主事 主任技能員 技能員

労務主事 主任労務員 労務員

  （級別の基準となる職務）

一般行政職 参 　事 副参事 主   幹 主 　査

副主幹
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支給率計

(月分)

本 年 度
(2.25)
4.3

前 年 度
(2.35)
4.45

国の制度
(2.25)
4.3

(　)内は、再任用職員の支給率です。

(月分） (月分） (月分） (月分)

一般行政職 技能労務職

0.01 0.81

4.90 4.90

通勤手当 異 　通勤距離区分の細分化

扶養手当 同

住居手当 同

代表的な特殊勤務手当の名称
税務手当、行旅死亡人収容手当、清掃業務手当
社会福祉手当、用地交渉手当、救急業務出動手当
野生動物処理手当、感染症等防疫手当

　　キ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

給料総額に対する比率　　（％） 0.13 0.50

支給対象職員の比率　　　（％）
(令和４年１月１日現在)

15.31 90.20

　　カ　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　分 全　職　種
代表的な職種

消　防　職

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

　その他の加算措置等 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

　　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

最　高
限　度

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

有

　　エ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

等級による加算措置
備考

６月　(月分) 12月 (月分)
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国　県
支出金

地方債 その他

計

衛生費 清掃費

リサイクルセ
ンター整備事
業

令和3年度
末までの
支 出(見
込)額

令和4年度
支出予定
額

令和4年度
末までの
支出予定
額

款
年度割

左の財源内訳 令和2年度
末までの
支出額

令和5年度
以降支出
予定額

継続費
の総額
に対す
る進捗
率

特定財源

一般財源

継続費についての令和 年度（ 年度）末までの支出額、令和 年度（ 年度）支出額又は支出額
の見込み及び令和 年度（ 年度）以降の支出予定額並びに事業の進捗状況等に関する調書

（単位：千円、％）

項 事業名

全体計画

年
度

― 246 ―



（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

公 共 施 設 マ ネ ジ メ ン ト 計 画
改訂及び実行計画（第 期）策定
支 援 業 務 委 託 料

4～5

人 事 給 与 シ ス テ ム 等
再 構 築 事 業 費

5～9

財 務 会 計 シ ス テ ム 等
再 構 築 事 業 費

30～3 4～5

大 型 複 写 機 借 上 料 2～3 4～6

郵 便 料 金 計 器 借 上 料 2～3 4～6

日 光 市 民 活 動 支 援 セ ン タ ー
指 定 管 理 料

2～3 4～6

み ど り 市 鉄 道 経 営 対 策
事 業 基 金 拠 出 金

2～3 4～5

職 員 情 報 端 末 更 新 事 業 費

情報セキュリティ対策強化システ
ム 再 構 築 業 務 委 託 料

基 幹 系 業 務 機 器 購 入 費

Ｊ Ｒ 今 市 駅 ・ 東 武 下 今 市 駅
自 転 車 駐 車 場 管 理 等
業 務 委 託 料

4～7

訴 訟 業 務 委 託 料

令和3年度に契約締結
した訴訟業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

～
事件が完結

するまで

令和3年度に契
約締結した訴訟
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

令和3年度に契
約締結した訴訟
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

訴 訟 業 務 委 託 料

令和4年度に契約締結
した訴訟業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

～
事件が完結

するまで

令和4年度に契
約締結した訴訟
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

令和4年度に契
約締結した訴訟
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

防 犯 灯 器 具 借 上 料 25～3 4～5

戸 籍 総 合 シ ス テ ム
更 新 業 務 委 託 料

日 光 市 議 会 議 員 選 挙
公 設 ポ ス タ ー 掲 示 場
設 置 撤 去 工 事 請 負 費
栃 木 県 議 会
議員選挙公設ポスター掲示場
設 置 撤 去 工 事 請 負 費

成 年 後 見 等 開 始 審 判
申 立 業 務 委 託 料

令和3年度に契約締結
した申立業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

～
業務完了す
る年度まで

令和3年度に契
約締結した申立
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

令和3年度に契
約締結した申立
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源

債 務 負 担 行 為 で 令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 に わ た る も の に つ い て の
令 和 年 度 （ 年 度 ） 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 及 び
令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

成 年 後 見 等 開 始 審 判
申 立 業 務 委 託 料

令和4年度に契約締結
した申立業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

～
業務完了す
る年度まで

令和4年度に契
約締結した申立
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

令和4年度に契
約締結した申立
業務に係る委託
料のうち、翌年
度以降に支払う
額

平 成 年 度 特 別 養 護
老 人 ホ ー ム 等 整 備 資 金
利 子 補 給 金

26～3 4～5

平 成 年 度 特 別 養 護
老 人 ホ ー ム 等 整 備 資 金
利 子 補 給 金

30～3 4～9

令 和 年 度 過 疎 地 域
介 護 保 険 事 業 所 人 材 育 成
修 学 資 金 貸 付 金

令和3年度に貸付の決
定をした修学資金のう
ち、翌年度以降に貸
付を行う額

～
業務完了の
日の属する
年度まで

令和3年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

令和3年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

令 和 年 度 過 疎 地 域
介 護 保 険 事 業 所 人 材 育 成
修 学 資 金 貸 付 金

令和4年度に貸付の決
定をした修学資金のう
ち、翌年度以降に貸
付を行う額

～
業務完了の
日の属する
年度まで

令和4年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

令和4年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

介護保険施設整備費補 助金 4～5

生きがいセンター指定管理料 元～3 4～5

日 光 福 祉 保 健 セ ン タ ー
指 定 管 理 料

4～7

中宮祠デイサービスセンター
指 定 管 理 料

元～3

小 来 川 ・ 栗 山 ・ 西 川
デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー
指 定 管 理 料

30～3

小 来 川 ・ 栗 山 ・ 西 川
デ イ サ ー ビ ス セ ン タ ー
指 定 管 理 料

元～3

足尾保健・高齢者生活福祉セン
タ ー 指 定 管 理 料

2～3 4～6

第 三 者 評 価 業 務 委 託 料 2～3

令 和 年 度 過 疎 地 域 等
医 療 機 関 看 護 師 人 材 育 成
修 学 資 金 貸 付 金

令和3年度に貸付の決
定をした修学資金のう
ち、翌年度以降に貸
付を行う額

～
貸付が終
了する年
度まで

令和3年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

令和3年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

令 和 年 度 過 疎 地 域 等
医 療 機 関 看 護 師 人 材 育 成
修 学 資 金 貸 付 金

令和4年度に貸付の決
定をした修学資金のう
ち、翌年度以降に貸
付を行う額

～
貸付が終
了する年
度まで

令和4年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

令和4年度に貸
付の決定をした
修学資金のう
ち、翌年度以降
に貸付を行う額

成 人 健 康 診 査 業 務 委 託 料

令和3年度に契約締結
した成人健康診査業
務に係る委託料のう
ち、翌年度以降に支
払う額

令和3年度に契
約締結した成人
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度以降
に支払う額

令和3年度に契
約締結した成人
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度以降
に支払う額

成 人 健 康 診 査 業 務 委 託 料

令和4年度に契約締結
した成人健康診査業
務に係る委託料のう
ち、翌年度以降に支
払う額

令和4年度に契
約締結した成人
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度以降
に支払う額

令和4年度に契
約締結した成人
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度以降
に支払う額
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

新型コロナウイルスワクチン集団
接種会場設営等業務委 託料

新型コロナウイルスワクチン集団
接種会場医師等派遣委 託料

新型コロナウイルスワクチン接種
コ ー ル セ ン タ ー 業 務 委 託 料

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス ワ ク チ ン
配 送 業 務 委 託 料

日 光 聖 苑 指 定 管 理 料 30～3

日 光 聖 苑 指 定 管 理 料 2～3

令 和 元 年 度 合 併 処 理
浄 化 槽 転 換 工 事 資 金
利 子 補 給 金

2～3 4～6

令 和 年 度 合 併 処 理
浄 化 槽 転 換 工 事 資 金
利 子 補 給 金

4～7

令 和 年 度 合 併 処 理
浄 化 槽 転 換 工 事 資 金
利 子 補 給 金

令和3年度に融資を受
けた資金の利子補給
額

4～8
令和3年度に融
資を受けた資金
の利子補給額

令和3年度に融
資を受けた資金
の利子補給額

令 和 年 度 合 併 処 理
浄 化 槽 転 換 工 事 資 金
利 子 補 給 金

令和4年度に融資を受
けた資金の利子補給
額

5～9
令和4年度に融
資を受けた資金
の利子補給額

令和4年度に融
資を受けた資金
の利子補給額

資源物売渡し運搬業務委託料

塵 芥 収 集 業 務 委 託 料

指定ごみ袋受注・配送管理シス
テム及びごみ処理手数料出納
管 理 シ ス テ ム 借 上 料

リサイクルセンター資源物処理
施設等管理運営業務委 託料

4～6

リサイクルセンター新粗大ごみ・
不 燃 ご み 処 理 施 設
管 理 運 営 業 務 委 託 料

4～6

日光市 クリ ーン セン ター 周辺
環 境 モ ニ タ リ ン グ 調 査
業 務 委 託 料

4～5

クリーンセンター運営管理アドバ
イ ザ リ ー 業 務 委 託 料

4～5

クリーンセンター包括運営管理
業 務 委 託 料

ク リ ー ン セ ン タ ー
中 央 制 御 盤 改 修 工 事

クリーンセンター包括運営管理
業 務 委 託 料

30～3

環 境 セ ン タ ー 管 理 運 営
業 務 委 託 料

4～7

指定ごみ袋製造・保管・配送
業 務 委 託 料

2～3

指定ごみ袋製造・保管・配送
業 務 委 託 料

5～7

平 成 年 度 農 業 近 代 化
資 金 利 子 補 給 金

28～3

平 成 年 度 農 業 近 代 化
資 金 利 子 補 給 金

元～3 4～11
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

令 和 年 度 農 業 近 代 化
資 金 利 子 補 給 金

令和3年度に融資を受
けた融資残高に対し、
日光市農業近代化資
金等利子補給金交付
要綱第5条に規定する
率を乗じて得た額

4～18

令和3年度に融
資を受けた融資
残高に対し、日
光市農業近代化
資金等利子補給
金交付要綱第5
条に規定する率
を乗じて得た額

令和3年度に融
資を受けた融資
残高に対し、日
光市農業近代化
資金等利子補給
金交付要綱第5
条に規定する率
を乗じて得た額

令 和 年 度 農 業 近 代 化
資 金 利 子 補 給 金

令和4年度に融資を受
けた融資残高に対す
る利子補給額

5～19

令和4年度に融
資を受けた融資
残高に対する利
子補給額

令和4年度に融
資を受けた融資
残高に対する利
子補給額

平 成 年 度
ス ー パ ー 総 合 資 金
（ 農 業 経 営 基 盤 強 化 資 金 ）
利 子 助 成 金

19～3 4～10

平 成 年 度
ス ー パ ー 総 合 資 金
（ 農 業 経 営 基 盤 強 化 資 金 ）
利 子 助 成 金

22～3 4～11

平 成 年 度
農 業 振 興 資 金 利 子 補 給 金

30～3

平 成 年 度
農 業 振 興 資 金 利 子 補 給 金

元～3 4～5

令 和 元 年 度
農 業 振 興 資 金 利 子 補 給 金

4～6

令 和 年 度
農 業 振 興 資 金 利 子 補 給 金

2～3 4～7

令 和 年 度
農 業 振 興 資 金 利 子 補 給 金

令和3年度に融資を受
けた融資残高に対し、
日光市農業振興資金
利子補給金交付要綱
第5条に規定する率を
乗じて得た額

4～8

令和3年度に融
資を受けた融資
残高に対し、日
光市農業振興資
金利子補給金交
付要綱第5条に
規定する率を乗
じて得た額

令和3年度に融
資を受けた融資
残高に対し、日
光市農業振興資
金利子補給金交
付要綱第5条に
規定する率を乗
じて得た額

令 和 年 度
農 業 振 興 資 金 利 子 補 給 金

令和4年度に融資を受
けた融資残高に対す
る利子補給額

5～9

令和4年度に融
資を受けた融資
残高に対する利
子補給額

令和4年度に融
資を受けた融資
残高に対する利
子補給額

令 和 年 度
家 畜 疫 病 経 営 維 持 資 金
利 子 補 給 金

令和4年度に融資を受
けた融資残高に対す
る利子補給額

5～11

令和4年度に融
資を受けた融資
残高に対する利
子補給額

令和4年度に融
資を受けた融資
残高に対する利
子補給額

農 村 環 境 改 善 セ ン タ ー
指 定 管 理 料

元～3 4～5
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

轟 地 区 圃 場 整 備
地 形 図 作 成 業 務 委 託 料

荊 沢 地 区 圃 場 整 備
地 形 図 作 成 業 務 委 託 料

林道奥鬼怒線法面改良 工事

除 雪 車 購 入 費

農山漁村地域整備交付金事業
林道奥鬼怒線法面改良 工事

4～6

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成20年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

平成20年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成21年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

4～5

平成21年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成21年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成22年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

4～6

平成22年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成22年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成23年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

4～7

平成23年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成23年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成24年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

4～8

平成24年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成24年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成25年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

26～3

平成25年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成25年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成25年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

5～9

平成25年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成25年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成26年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

27～3 4～5

平成26年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成26年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成26年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

6～10

平成26年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成26年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成27年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

28～3 4～11

平成27年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成27年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成28年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

29～3 4～12

平成28年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成28年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成29年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

30～3 4～13

平成29年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成29年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
平 成 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

平成30年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

元～3 4～14

平成30年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

平成30年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
令 和 元 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

令和元年度の融資額
のうち､栃木県信用保
証協会が債務の保証
を行うことにより生ずる
代位弁済額から㈱日
本政策金融公庫が支
払う保険金の額を控除
した額の2分の1に相
当する額。ただし、責
任共有制度における
負担金方式による負
担金算定の対象となる
ものについては、平成
19年10月1日締結の損
失補償契約書の変更
契約書第1条によるも
のとする。

4～15

令和元年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

令和元年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
令 和 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

令和2年度の融資額の
うち､栃木県信用保証
協会が債務の保証を
行うことにより生ずる代
位弁済額から㈱日本
政策金融公庫が支払
う保険金の額を控除し
た額の2分の1に相当
する額。ただし、責任
共有制度における負
担金方式による負担
金算定の対象となるも
のについては、平成19
年10月1日締結の損失
補償契約書の変更契
約書第1条によるものと
する。

4～16

令和2年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

令和2年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
令 和 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

令和3年度の融資額の
うち､栃木県信用保証
協会が債務の保証を
行うことにより生ずる代
位弁済額から㈱日本
政策金融公庫が支払
う保険金の額を控除し
た額の2分の1に相当
する額。ただし、責任
共有制度における負
担金方式による負担
金算定の対象となるも
のについては、平成19
年10月1日締結の損失
補償契約書の変更契
約書第1条によるものと
する。

4～17

令和3年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

令和3年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

栃 木 県 信 用 保 証 協 会 の
令 和 年 度 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 保 証 に
対 す る 損 失 補 償

令和4年度の融資額の
うち､栃木県信用保証
協会が債務の保証を
行うことにより生ずる代
位弁済額から㈱日本
政策金融公庫が支払
う保険金の額を控除し
た額の2分の1に相当
する額。ただし、責任
共有制度における負
担金方式による負担
金算定の対象となるも
のについては、平成19
年10月1日締結の損失
補償契約書の変更契
約書第1条によるものと
する。

4～18

令和4年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となる
ものについて
は、平成19年10
月1日締結の損
失補償契約書の
変更契約書第1
条によるものとす
る。

令和4年度の融
資額のうち､栃木
県信用保証協会
が債務の保証を
行うことにより生
ずる代位弁済額
から㈱日本政策
金融公庫が支払
う保険金の額を
控除した額の2
分の1に相当す
る額。ただし、責
任共有制度にお
ける負担金方式
による負担金算
定の対象となるも
のについては、
平成19年10月1
日締結の損失補
償契約書の変更
契約書第1条に
よるものとする。

小倉町周辺整備商業施設取得
等資金融資に対する損失補償

4～26

平成 年度台風第 号等大雨
被害に伴う中小企業振興資金
融 資 利 子 助 成 金

27～3 4～7
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

中 心 市 街 地 集 客 拠 点
施 設 指 定 管 理 料

30～3

中 心 市 街 地 集 客 拠 点
施 設 指 定 管 理 料

元～3

令和元年度台風第 号 大雨
被 害 に 伴 う 中 小 企 業 振 興
資 金 融 資 利 子 助 成 金

元～3 4～8

温 泉 保 養 セ ン タ ー
「 か た く り の 湯 」
指 定 管 理 料

4～7

日光郷土センター・御幸町第１・
第 ２ 駐 車 場 指 定 管 理 料

4～12

霧 降 高 原 キ ス ゲ 平 園 地
指 定 管 理 料

4～7

温泉保養センター「やしおの湯」
及び「日光温泉」指定管理料

4～5

上 三 依 水 生 植 物 園
指 定 管 理 料

4～7

温 泉 保 養 セ ン タ ー
「 鬼 怒 川 公 園 岩 風 呂 」
指 定 管 理 料

4～7

国民宿舎かじか荘及び銀山平
公 園 キ ャ ン プ 場 指 定 管 理 料

2～3

足 尾 環 境 学 習 セ ン タ ー
指 定 管 理 料

2～3 4～6

道 路 修 築 費

市道通洞 号線道路改良工事

城の橋橋 梁補 修工 事委 託金

下 野 大 沢 駅 請 願 口 簡 易
改 札 機 等 保 守 委 託 料

5～8

下 野 大 沢 駅 請 願 口 簡 易
改 札 機 等 借 上 料

5～8

文 挾 駅 請 願 口 簡 易
改 札 機 等 保 守 委 託 料

5～8

文 挾 駅 請 願 口 簡 易
改 札 機 等 借 上 料

5～8

都 市 公 園 指 定 管 理 料 4～5

道 路 ・ 公 園 照 明 化 事 業 5～14

ス ク ー ル バ ス 運 行 委 託 料 ～

ス ク ー ル バ ス 運 行 委 託 料 4～6

小中学校心臓検診業務委託料

令和3年度に契約した
小中学校児童生徒心
臓検診業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

令和3年度に契
約した小中学校
児童生徒心臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額

令和3年度に契
約した小中学校
児童生徒心臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

小中学校心臓検診業務委託料

令和4年度に契約した
小中学校児童生徒心
臓検診業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

令和4年度に契
約した小中学校
児童生徒心臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額

令和4年度に契
約した小中学校
児童生徒心臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額

小中学校腎臓検診業務委託料

令和3年度に契約した
小中学校児童生徒腎
臓検診業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

令和3年度に契
約した小中学校
児童生徒腎臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額

令和3年度に契
約した小中学校
児童生徒腎臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額

小中学校腎臓検診業務委託料

令和4年度に契約した
小中学校児童生徒腎
臓検診業務に係る委
託料のうち、翌年度以
降に支払う額

令和4年度に契
約した小中学校
児童生徒腎臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額

令和4年度に契
約した小中学校
児童生徒腎臓検
診業務に係る委
託料のうち、翌
年度以降に支払
う額

小 中 学 校 教 職 員 用
情 報 端 末 更 新 事 業 費

平成 年度奨学資金貸 付金 29～3
～

貸付が終
了する年
度まで

平成 年度奨学資金貸 付金 30～3
～

貸付が終
了する年
度まで

平成 年度奨学資金貸 付金 元～3
～

貸付が終
了する年
度まで

令和元年度奨学資金貸 付金 2～3
～

貸付が終
了する年
度まで

令 和 年 度 奨 学 資 金 貸 付 金
～

貸付が終
了する年
度まで

令 和 年 度 奨 学 資 金 貸 付 金

令和3年度に貸付の決
定をした奨学金のう
ち、翌年度以降に貸
付を行う額

～
貸付が終
了する年
度まで

令和3年度に貸
付の決定をした
奨学金のうち、
翌年度以降に貸
付を行う額

令和3年度に貸
付の決定をした
奨学金のうち、
翌年度以降に貸
付を行う額

令 和 年 度 奨 学 資 金 貸 付 金

令和4年度に貸付の決
定をした奨学金のう
ち、翌年度以降に貸
付を行う額

～
貸付が終
了する年
度まで

令和4年度に貸
付の決定をした
奨学金のうち、
翌年度以降に貸
付を行う額

令和4年度に貸
付の決定をした
奨学金のうち、
翌年度以降に貸
付を行う額

市立小中学校照明 化事業 5～20

今 市 文 化 会 館
指 定 管 理 料

4～6

図 書 館 指 定 管 理 料
（ 今 市 図 書 館 、 日 光 図
書 館 、 藤 原 図 書 館 ）

4～8
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期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

令 和 ３ 年 度 末 令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
ま で の 支 出

の 支 出 予 定 額 特 定 財 源事 項 限 度 額
一般財源

（ 見 込 ） 額

小 杉 放 菴 記 念 日 光 美 術 館
指 定 管 理 料

元～3 4～5

今市運動公園等指定管 理料 4～5

日光運動公園・細尾ドームリン
ク ・ 日 光 体 育 館 指 定 管 理 料

4～5

丸 山 公 園 水 泳 プ ー ル
ろ 過 機 修 繕 料

霧 降 ス ケ ー ト セ ン タ ー
指 定 管 理 料

元～3 4～5

西 川 運 動 場 指 定 管 理 料 4～6

社会体育施設照明 化事業 5～14

学 校 給 食 調 理 等
業 務 委 託 料
（今市第二小、今市 第三 小、
大室小、落合東小、落合西小、
落 合 中 、 豊 岡 中 、
藤 原 学 校 給 食 セ ン タ ー ）

4～5

学 校 給 食 調 理 員 等
腸 内 細 菌 検 査 手 数 料

学校給食調理等業務委 託料
（ 今 市 中 、 豊 岡 中 、
日 光 学 校 給 食 セ ン タ ー 、
足 尾 学 校 給 食 セ ン タ ー ）

2～3

学校給食調理等業務委 託料
（ 南 原 小 、 大 沢 小 、
猪 倉 小 、 日 光 小 、
今 市 小 、 大 沢 中 、 東 原 中 ）

4～6

学校給食調理等業務委 託料
（今市中、日光学校給食セン
ター、足尾学校給食センター）

5～7

（旧今市市分）

平 成 年 度 農 業 経 営
基 盤 強 化 資 金
利 子 補 給 金

14～3 4～6

（旧日光市分）

日 光 市 民 病 院 介 護 老 人
保 健 施 設 補 助 事 業

13～3 4～8
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１．

２．

３．

猶 予 特 例

特 別 減 収 対 策

そ の 他

地方債の令和2年度（2020年度）末における現在高並びに令和3年度

 （2021年度）末及び令和4年度（2022年度）末における現在高の見込に

関する調書

現在高見込額元 金 償 還
起 債 見 込 額

令 和 年 度 中

見 込 額

令和 年度末

合 計

減 税 補 て ん

県 振 興 資 金

そ の 他

災 害 復 旧 債

教 育

過 疎 対 策

農 林

消 防

商 工

土 木

住 宅

衛 生

農 林 水 産

臨 時 財 政 対 策

総 務

民 生

令和 年度末令 和 年 度

普 通 債

区 分 令 和 年 度 中

令 和 年 度 中 増 減 見 込 み

（単位：千円）

現在高見込額現 在 高

土 木

減 収 補 て ん
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国民健康保険事業特別会計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市国民健康保険事業特別会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の国民健康保険事業特別会計の予算は、次に定める

ところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，８９６，６０９千円、

直営診療施設勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ６８，３２５千円と定め

る。

２ 事業勘定及び直営診療施設勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額

は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（歳出予算の流用）

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用
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第１表　歳入歳出予算（事業勘定）

 歳　入

款 項

国民健康保険税

国民健康保険税

一部負担金

一部負担金

使用料及び手数料

手数料

国庫支出金

国庫補助金

県支出金

県補助金

財政安定化基金支出金

財産収入

財産運用収入

財産売払収入

繰入金

他会計繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

雑　入

市　債

市　債

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計
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 歳　出

款 項

総務費

総務管理費

徴税費

運営協議会費

趣旨普及費

保険給付費

療養諸費

高額療養費

出産育児諸費

葬祭諸費

移送費

傷病手当費

国民健康保険事業費納付金

医療給付費分

後期高齢者支援金等分

介護納付金分

保健事業費

特定健康診査等事業費

保健事業費

基金積立金

基金積立金

諸支出金

償還金及び還付加算金

延滞金

繰出金

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第１表　歳入歳出予算（直営診療施設勘定）

 歳　入

款 項

診療収入

外来収入

使用料及び手数料

手数料

繰入金

他会計繰入金

事業勘定繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

雑　入

市　債

市　債

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計
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 歳　出

款 項

総務費

施設管理費

研修研究費

医業費

医業費

公債費

公債費

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第 ２ 表   債務負担行為　（事業勘定）　
（単位：千円）

 至 令和  5 年度
特定保健指導業務委託料（会場方式）  自 令和  4 年度

令和4年度に契約締結した
特定健康診査業務に係る
委託料のうち、翌年度に支
払う額

令和4年度に契約締結した
若年層一般健康診査業務
に係る委託料のうち、翌年
度に支払う額

若年層一般健康診査業務委託料  自 令和  4 年度
 至 令和  5 年度

事 項 期 間

特定健康診査業務委託料  自 令和  4 年度
 至 令和  5 年度

限 度 額

令和4年度に契約締結した
特定健康診査業務に係る
委託料のうち、翌年度に支
払う額

糖尿病重症化予防プログラム保健指導業務委託料
 自 令和  4 年度

令和4年度に契約締結した
糖尿病重症化予防プログ
ラム保健指導業務に係る
委託料のうち、翌年度に支
払う額

 至 令和  5 年度
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第 ３ 表    地  方  債　（事業勘定）　
（単位：千円）

財 政 安 定 化 基 金 貸 付 金 普通貸借 無利子
　債権者と協定す
るところによる。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法
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第 ３ 表    地  方  債　（直営診療施設勘定）　
（単位：千円）

１．５％以内

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

医 療 設 備 整 備 事 業

政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合には、

その債権者と協定

するところによる。

ただし、市財政の

都合により、据置

期間及び償還期限

を短縮し、若しく

は繰上償還又は低

利債に借り換える

ことができる。

（ ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて､利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 ）

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行
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予算に関する説明書 
 



 



１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

国民健康保険税

一部負担金

使用料及び手数料 △100

国庫支出金

県支出金

財産収入 △49

繰入金

繰越金

諸収入

市　債 △119,999

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計

歳入歳出予算事項別明細書（事業勘定)
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  （歳　出）

款

総務費

保険給付費

国民健康保険事業費納付金 △131,066

保健事業費 △9,217

基金積立金 △22

諸支出金

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 国民健康保険税

 1 項 国民健康保険税

 1 目 一般被保険者国 医療給付費分現年課税

民健康保険税 分

後期高齢者支援金分現

年課税分

介護納付金分現年課税

分

医療給付費分滞納繰越

分

後期高齢者支援金分滞

納繰越分

介護納付金分滞納繰越

分

 2 目 退職被保険者等 △ 1,395 医療給付費分現年課税

国民健康保険税 分

後期高齢者支援金分現

年課税分

介護納付金分現年課税

分

医療給付費分滞納繰越

分

後期高齢者支援金分滞

納繰越分

介護納付金分滞納繰越

分

節

 2 款 一部負担金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 国民健康保険税

 2款 一部負担金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 1 項 一部負担金

 1 目 一般被保険者一 現年度分

部負担金 滞納繰越分

 2 目 退職被保険者等 現年度分

一部負担金 滞納繰越分

節

 3 款 使用料及び手数 △ 100

料

 1 項 手数料 △ 100

 1 目 督促手数料 △ 100 督促手数料

節

 4 款 国庫支出金

 1 項 国庫補助金

 1 目 社会保障・税番 社会保障・税番号制度

号制度システム システム整備費補助金

整備費補助金

節

 5 款 県支出金

 1 項 県補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 2款 一部負担金

 3款 使用料及び手数料

 4款 国庫支出金

 5款 県支出金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 1 目 保険給付費等交 保険給付費等普通交付

付金 金

保険給付費等特別交付

金

 2 項 財政安定化基金

支出金

 1 目 財政安定化基金 財政安定化基金交付金

交付金

節

 6 款 財産収入 △ 49

 1 項 財産運用収入 △ 49

 1 目 利子及び配当金 △ 49 利子及び配当金

 2 項 財産売払収入

 1 目 物品売払収入 物品売払収入

節

 7 款 繰入金

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

保険基盤安定繰入金

 2 項 基金繰入金

 1 目 国民健康保険財 国民健康保険財政調整

政調整基金繰入 基金繰入金

金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 5款 県支出金

 6款 財産収入

 国民健康保険財政調

 整基金利子

 7款 繰入金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 8 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

節

 9 款 諸収入

 1 項 延滞金加算金及

び過料

 1 目 延滞金 一般被保険者延滞金

退職被保険者等延滞金

 2 目 加算金 一般被保険者加算金

退職被保険者等加算金

 3 目 過　料 過　料

 2 項 雑　入 △ 1

 1 目 滞納処分費 滞納処分費

 2 目 第三者納付金 一般被保険者第三者納

付金

退職被保険者等第三者

納付金

 3 目 返納金 一般被保険者返納金

退職被保険者等返納金

 4 目 雑　入 △ 1 雑　入

 5 目 過年度収入 過年度収入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 8款 繰越金

 9款 諸収入

 現年度分

 滞納繰越分

 現年度分

 滞納繰越分

 現年度分

 滞納繰越分

 現年度分

 滞納繰越分

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

10 款 市　債 △ 119,999

 1 項 市　債 △ 119,999

 1 目 市　債 △ 119,999 財政安定化基金貸付金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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10款 市　債

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 総務費

 1項 総務管理費 △527

 1目 一般管理費 △527

 2目 連合会負担金

 2項 徴税費

 1目 賦課徴収費

 2目 滞納処分費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

報　酬  会計年度任用職  一般事務費

 員報酬

職員手当等  会計年度任用職

 員期末手当

共済費  雇用保険料

 社会保険料

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 電算委託料

負担金補助及  負担金

び交付金

負担金補助及  負担金  栃木県国民健康保険団体連合会

び交付金  等負担金

需用費  消耗品費  一般事務費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  電算委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

役務費  通信運搬費  滞納処分費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3項 運営協議会費

 1目 運営協議会費

 4項 趣旨普及費 △227

 1目 趣旨普及費 △227

 2款 保険給付費

 1項 療養諸費

 1目 一般被保険者療

養給付費

 2目 退職被保険者等

療養給付費

 3目 一般被保険者療 △4,000

養費

 4目 退職被保険者等

療養費

 5目 診療報酬審査支

払手数料

 2項 高額療養費

 1目 一般被保険者高

額療養費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

報　酬  非常勤職員報酬  国民健康保険運営協議会運営費

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

役務費  通信運搬費

負担金補助及  負担金

び交付金

需用費  消耗品費  趣旨普及費

 2款 保険給付費

負担金補助及  負担金  診療報酬給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  診療報酬給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  療養費給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  療養費給付費

び交付金

委託料  診療報酬等審査  診療報酬審査及び支払委託料

 支払委託料

負担金補助及  負担金  高額療養費給付費

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 退職被保険者等 △19

高額療養費

 3目 一般被保険者高

額介護合算療養

費

 4目 退職被保険者等 △9

高額介護合算療

養費

 3項 出産育児諸費 △3,362

 1目 出産育児一時金 △3,362

 4項 葬祭諸費

 1目 葬祭費

 5項 移送費

 1目 一般被保険者移

送費

 2目 退職被保険者等

移送費

 6項 傷病手当費

 1目 傷病手当費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 保険給付費

負担金補助及  負担金  高額療養費給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  高額療養費給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  高額療養費給付費

び交付金

委託料  診療報酬等審査  出産給付費

 支払委託料

負担金補助及  負担金

び交付金

負担金補助及  負担金  葬祭給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  移送費給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  移送費給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  傷病手当給付金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3款 国民健康保険事 △131,066

業費納付金

 1項 医療給付費分 △109,045

 1目 一般被保険者医 △109,045

療給付費分

 2目 退職被保険者医

療給付費分

 2項 後期高齢者支援 △21,129

金等分

 1目 一般被保険者後 △21,129

期高齢者支援金

等分

 2目 退職被保険者後

期高齢者支援金

等分

 3項 介護納付金分 △892

 1目 介護納付金分 △892

 4款 保健事業費 △9,217

 1項 特定健康診査等 △1,136

事業費

 1目 特定健康診査等 △1,136

事業費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 国民健康保険事業費納付金

負担金補助及  負担金  一般被保険者医療給付費納付金

び交付金

負担金補助及  負担金  退職被保険者医療給付費納付金

び交付金

負担金補助及  負担金  一般被保険者後期高齢者支援金

び交付金  等納付金

負担金補助及  負担金  退職被保険者後期高齢者支援金

び交付金  等納付金

負担金補助及  負担金  介護納付金

び交付金

 4款 保健事業費

報償費  報償物品費  特定健康診査等事業費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2項 保健事業費 △8,081

 1目 保健衛生普及費 △8,081

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 保健事業費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 電算委託料

 健康診査委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

備品購入費  機械器具費

報　酬  会計年度任用職  人間ドック等検診事業費

 員報酬

職員手当等  会計年度任用職  健康づくり推進費

 員期末手当

共済費  雇用保険料

 社会保険料

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

委託料  業務委託料

 電算委託料

 保育委託料

 健康診査委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5款 基金積立金 △22

 1項 基金積立金 △22

 1目 国民健康保険財 △22

政調整基金積立

金

 6款 諸支出金

 1項 償還金及び還付

加算金

 1目 一般被保険者保

険税還付金

 2目 退職被保険者等

保険税還付金

 3目 償還金

 2項 延滞金

 1目 延滞金

 3項 繰出金 △5,631

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 保健事業費

負担金補助及  補助金

び交付金

 5款 基金積立金

積立金  国民健康保険財  国民健康保険財政調整基金積立

 政調整基金積立  金

 金

 6款 諸支出金

償還金利子及  還付金及び還付  一般被保険者保険税還付金

び割引料  加算金

償還金利子及  還付金及び還付  退職被保険者等保険税還付金

び割引料  加算金

償還金利子及  償還金  過年度補助等返還金

び割引料

償還金利子及  延滞金  延滞金

び割引料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 1目 直営診療施設勘 △5,631

定繰出金

 7款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 6款 諸支出金

繰出金  他勘定繰出金  直営診療施設勘定繰出金

 7款 予備費

予備費  予備費

内 訳

内 訳

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額

金 額

説 明

説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

診療収入 △2,004

使用料及び手数料

繰入金 △478

繰越金

諸収入 △321

市　債 △9,800

△12,603

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計

歳入歳出予算事項別明細書（直営診療施設勘定）
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  （歳　出）

款

総務費 △14,793

医業費 △40

公債費

予備費

△12,603歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 診療収入 △ 2,004

 1 項 外来収入 △ 2,004

 1 目 国民健康保険診 現年度分

療報酬収入 未収繰越金

 2 目 社会保険診療報 現年度分

酬収入 未収繰越金

 3 目 後期高齢者医療 △ 2,664 現年度分

保険診療報酬収 未収繰越金

入

 4 目 一部負担金 △ 132 現年度分

 5 目 その他の診療収 現年度分

入

節

 2 款 使用料及び手数

料

 1 項 手数料

 1 目 手数料 診断書料

節

 3 款 繰入金 △ 478

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

 2 項 事業勘定繰入金 △ 5,631

 1 目 事業勘定繰入金 △ 5,631 事業勘定繰入金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 診療収入

 2款 使用料及び手数料

 3款 繰入金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 4 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

節

 5 款 諸収入 △ 321

 1 項 雑　入 △ 321

 1 目 雑　入 △ 321 雑　入

節

 6 款 市　債 △ 9,800

 1 項 市　債 △ 9,800

 1 目 医療設備整備事 △ 9,800 医療設備整備事業債

業債

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 4款 繰越金

 5款 諸収入

 6款 市　債

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 総務費 △14,793

 1項 施設管理費 △14,754

 1目 一般管理費 △14,754

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

報　酬  会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  一般管理費

 会計年度任用職

 員報酬（時間外

 勤務手当相当分

 ）

給　料  一般職給

職員手当等  扶養手当

 地域手当

 初任給調整手当

 通勤手当

 特殊勤務手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 寒冷地手当

 児童手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

 公務災害補償費

 雇用保険料

 社会保険料

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 連合会負担金

 2項 研修研究費 △39

 1目 研修研究費 △39

 2款 医業費 △40

 1項 医業費 △40

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

負担金補助及  負担金  連合会負担金

び交付金

旅　費  普通旅費  研修研究費

負担金補助及  負担金

び交付金

 2款 医業費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 1目 医療用消耗機材

費

 2目 医療用材料費

 3目 医療用検査費 △40

 3款 公債費

 1項 公債費

 1目 元　金

 2目 利　子

 4款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 2款 医業費

需用費  医薬材料費  医療用消耗機材費

需用費  医薬材料費  医療用材料費

需用費  医薬材料費  医療用検査費

委託料  業務委託料

 廃棄物処理等委

 託料

 3款 公債費

償還金利子及  償還金  元金償還金

び割引料

償還金利子及  市債等利子  利子支払金

び割引料

 4款 予備費

予備費  予備費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳

内 訳

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額

金 額

説 明

説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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職員数 報　酬 給　料
期  末
手  当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計 共済費 合　計 備　考

（千円）

年 　間
支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の
特 別 職

11 500 500 500

計 11 500 500 0 500

その他の
特 別 職

11 500 500 500

計 11 500 500 0 500

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

給 与 費 明 細 書 　　（事業勘定）

１　　特　　別　　職

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分

本
　
　
年
　
　
度

長　等

議　員

前
　
　
年
　
　
度

長　等

議　員

比
　
　
　
　
　
較
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 (4) 7,703 1,482 9,185 1,489 10,674

前 年 度 (4) 7,703 1,574 9,277 1,511 10,788

比　　較 0 0 △ 92 △ 92 △ 22 △ 114

(　)内は、短時間勤務職員であり外書です。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　較 0 0 0 0 0 0

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 1,482

前年度 1,574

比　較 0 0 0 0 0 △ 92

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　較 0 0 0 0 0 0

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

２　　一　　般　　職

（１）　総　　　括

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

区　　分 職員数

ア　会計年度任用職員

給　　　　　与　　　　　費

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

2,296

2,319

合  　  計 備  　  考共  済  費
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増減額

（千円） （千円）

給料 0 給与改定 0

に伴う

増減分 0.0%

昇給 0

に伴う 0 人

増加分

その他の 0

増減分

職員 △ 92 制度改正 △ 92 給与改定による増減

手当 に伴う 　期末手当 △ 92

 等 増減分 　勤勉手当

その他の 0

増減分 　期末手当

　勤勉手当

 その他の増減分   

その他の増減分

昇給・昇格に伴うはね返り増減

昇格による増分

新陳代謝による増減分

会計間異動による増減分

　給料の改定率

　平均昇給率 （昇給期） （職員数）

0.0% 　昇給
　職員数

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説              明 備　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(1)
3

2,444 11,785 12,725 26,954 4,838 31,792

前 年 度
(1)
3

2,662 11,380 12,733 26,775 4,101 30,876

比　　較 △ 218 405 △ 8 179 737 916

(　)内は、短時間勤務職員であり外書です。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 120 741 4,244 617 1,560

前年度 655 336 4,244 838 1,300

比　較 120 86 △ 336 △ 221 260

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 100 362 2,990

前年度 100 381 3,038

比　較 △ 19 △ 48

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 1,845 86 60

前年度 1,790 51

比　較 55 35 60

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

給 与 費 明 細 書 　　（直営診療施設勘定）

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

１　　一　　般　　職

（１）　総　　　括

区　　分 職員数

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

6,739

6,694

合  　  計 備  　  考共  済  費
給　　　　　与　　　　　費
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給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 3 11,785 12,045 23,830 4,263 28,093

前 年 度 3 11,380 12,230 23,610 3,541 27,151

比　　較 405 △ 185 220 722 942

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 120 741 4,244 410 1,560

前年度 655 336 4,244 838 1,300

比　較 120 86 △ 336 △ 428 260

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 100 362 2,517

前年度 100 381 2,535

比　較 △ 19 △ 18

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 1,845 86 60

前年度 1,790 51

比　較 55 35 60

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

合  　  計 備  　  考
給　　　　　与　　　　　費

共  済  費

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

一人当たり給与費（千円）

7,943

7,870

区　　分 職員数

ア　会計年度任用職員以外の職員

― 313 ―



報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 (1) 2,444 680 3,124 575 3,699

前 年 度 (1) 2,662 503 3,165 560 3,725

比　　較 △ 218 177 △ 41 15 △ 26

(　)内は、短時間勤務職員であり外書です。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 207

前年度

比　較 207

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 473

前年度 503

比　較 △ 30

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　較

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

区　　分 職員数

イ　会計年度任用職員

給　　　　　与　　　　　費

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

3,124

3,165

合  　  計 備  　  考共  済  費
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増減額

（千円） （千円）

給料 405 給与改定 0

に伴う

増減分 0.0%

昇給 26

に伴う 1 人

増加分

その他の 379

増減分

414

△ 35

職員 △ 8 制度改正 △ 201 給与改定による増減

手当 に伴う 　期末手当 △ 182

 等 増減分 　勤勉手当

△ 19 5 %

その他の 193

増減分 　期末手当 5

　勤勉手当 4

人事異動等による増減分

　手当受給者の変動 184

（削減率）

　6級

その他の増減分

昇給・昇格に伴うはね返り増減

昇格による増分

新陳代謝による増減分

会計間異動による増減分

管理職手当の削減による減分 【削減内容】（対象）

　給料の改定率

　平均昇給率 （昇給期） （職員数）

0.6% 　昇給
　職員数

1月

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説              明 備　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況
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一般行政職 医　療　職

293,200 373,900

５５歳　５月 ３３歳　６月

294,000 339,400

５６歳　６月 ２９歳　４月

（単位：円）

行政職（一）
一般職

高 校 卒 150,600 150,600

大 学 卒 182,200 182,200

国　　の　　制　　度

令和３年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

　　イ　初　　任　　給

区　　分 一般行政職

（３）　給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員一人当たり給料

区　　　　　　　　　分

令和４年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）
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　　ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 1 50.0 １ 級

３ 級

２ 級

１ 級

再任用 1 50.0

計 2 50.0 計

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 1 50.0 １ 級

３ 級

２ 級

１ 級

再任用 1 50.0

計 2 100.0 計

区　　　分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

主 　事

保健師

看護師

副参事 主   幹 副主幹 主　 査 主 　任

  （級別の基準となる職務）

一般行政職 参 　事

令和３年１月１日現在

区    　　　　分

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 級

令和４年１月１日現在
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支給率計

(月分)

本 年 度
(2.25)
4.3

前 年 度
(2.35)
4.45

国の制度
(2.25)
4.3

(　)内は、再任用職員の支給率です。

(月分） (月分） (月分） (月分)

一般行政職 医　療　職

21.45

100

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

有

　　エ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務

の
等級による加算措置

備考
６月　(月分) 12月 (月分)

最　高
限　度

　　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

　その他の加算措置等 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

　　カ　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　分 全　職　種
代表的な職種

国の制度 24.586875 33.27075 47.709

給料総額に対する比率　　（％） 8.35

支給対象職員の比率　　　（％）
(令和４年１月１日現在)

33.33

代表的な特殊勤務手当の名称 放射線取扱手当、診療手当、往診手当、予防活動手当

　　キ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

通勤手当 異 　通勤距離区分の細分化

扶養手当 同

住居手当 同
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

特 定 保 健 指 導
業 務 委 託 料

平成29年度に契約締
結した特定保健指導
業務に係る委託料のう
ち、翌年度以降に支
払う額

30～3 4～5

平成29年度に契
約締結した特定
保健指導業務に
係る委託料のう
ち、実施の翌年
度以降に支払う
額

平成29年度に契
約締結した特定
保健指導業務に
係る委託料のう
ち、実施の翌年
度以降に支払う
額

特 定 保 健 指 導
業 務 委 託 料 （ 会 場 方 式 ）

令和4年度に契約締
結した特定保健指導
業務（会場方式）に係
る委託料のうち、翌年
度以降に支払う額

令和4年度に契
約締結した特定
保健指導業務
（会場方式）に係
る委託料のうち、
翌年度以降に支
払う額

令和4年度に契
約締結した特定
保健指導業務
（会場方式）に係
る委託料のうち、
翌年度以降に支
払う額

特 定 健 康 診 査
業 務 委 託 料

令和3年度に契約締
結した特定健康診査
業務に係る委託料のう
ち、翌年度に支払う額

令和3年度に契
約締結した特定
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度に支
払う額

令和3年度に契
約締結した特定
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度に支
払う額

特 定 健 康 診 査
業 務 委 託 料

令和4年度に契約締
結した特定健康診査
業務に係る委託料のう
ち、翌年度に支払う額

令和4年度に契
約締結した特定
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度に支
払う額

令和4年度に契
約締結した特定
健康診査業務に
係る委託料のう
ち、翌年度に支
払う額

糖尿病重症化予防プログラム保
健 指 導 業 務 委 託 料

令和3年度に契約締
結した糖尿病重症化
予防プログラム保健指
導業務に係る委託料
のうち、翌年度に支払
う額

令和3年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌
年度に支払う額

令和3年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌年
度に支払う額

糖尿病重症化予防プログラム保
健 指 導 業 務 委 託 料

令和4年度に契約締
結した糖尿病重症化
予防プログラム保健指
導業務に係る委託料
のうち、翌年度に支払
う額

令和4年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌
年度に支払う額

令和4年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌年
度に支払う額

若年層保健指導業務委託料

平成29年度に契約締
結した若年層保健指
導業務に係る委託料
のうち、翌年度以降に
支払う額

30～3 4～5

平成29年度に契
約締結した若年
層保健指導業
務に係る委託料
のうち、翌年度
以降に支払う額

平成29年度に契
約締結した若年
層保健指導業務
に係る委託料の
うち、翌年度以降
に支払う額

若 年 層 一 般 健 康 診 査
業 務 委 託 料

令和3年度に契約締
結した若年層一般健
康診査業務に係る委
託料のうち、翌年度に
支払う額

令和3年度に契
約締結した若年
層一般健康診
査業務に係る委
託料のうち、翌
年度に支払う額

令和3年度に契
約締結した若年
層一般健康診査
業務に係る委託
料のうち、翌年度
に支払う額

若 年 層 一 般 健 康 診 査
業 務 委 託 料

令和4年度に契約締
結した若年層一般健
康診査業務に係る委
託料のうち、翌年度に
支払う額

令和4年度に契
約締結した若年
層一般健康診
査業務に係る委
託料のうち、翌
年度に支払う額

令和4年度に契
約締結した若年
層一般健康診査
業務に係る委託
料のうち、翌年度
に支払う額

限 度 額事 項

左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）

特 定 財 源
一般財源

債 務 負 担 行 為 で 令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 に わ た る も の に つ い て の
令 和 年 度 （ 年 度 ） 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 及 び
令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

令 和 ３ 年 度 末

ま で の 支 出

（ 見 込 ） 額

令 和 ４ 年 度 以 降

の 支 出 予 定 額

（事業勘定）
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地方債の令和2年度（2020年度）末における現在高並びに令和3年度

 （2021年度）末及び令和4年度（2022年度）末における現在高の見込に

関する調書　　　（事業勘定）

合 計

医療設備整備事業債

医療施設整備事業債

令 和 年 度 中
現 在 高 現在高見込額 元 金 償 還 現在高見込額

起 債 見 込 額 見 込 額

地方債の令和2年度（2020年度）末における現在高並びに令和3年度

 （2021年度）末及び令和4年度（2022年度）末における現在高の見込に

関する調書　　　（直営診療施設勘定）

（単位：千円）

区 分
令 和 年 度 令和 年度末

令 和 年 度 中 増 減 見 込 み
令和 年度末

令 和 年 度 中

元 金 償 還 現在高見込額
起 債 見 込 額 見 込 額

財 政 安 定 化
基 金 貸 付 金

（単位：千円）

区 分
令 和 年 度 令和 年度末

令 和 年 度 中 増 減 見 込 み
令和 年度末

令 和 年 度 中 令 和 年 度 中
現 在 高 現在高見込額
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後期高齢者医療事業特別会計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市後期高齢者医療事業特別会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の後期高齢者医療事業特別会計の予算は、次に定め

るところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１，２３５，１０３千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。
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第１表　歳入歳出予算

 歳　入

款 項

後期高齢者医療保険料

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料

手数料

繰入金

他会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

償還金及び還付加算金

受託事業収入

雑　入

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計
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 歳　出

款 項

総務費

総務管理費

徴収費

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者健診事業費

後期高齢者健診事業費

諸支出金

償還金及び還付加算金

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第 ２ 表   債務負担行為　
（単位：千円）

令和4年度に契約締結した
糖尿病重症化予防プログ
ラム保健指導業務に係る
委託料のうち、翌年度に支
払う額

 至 令和  5 年度

限 度 額事 項 期 間

はつらつ健康診査業務委託料

令和4年度に契約締結した
はつらつ健康診査業務に
係る委託料のうち、翌年度
に支払う額

 自 令和  4 年度
 至 令和  5 年度

糖尿病重症化予防プログラム保健指導業務委託料
 自 令和  4 年度
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予算に関する説明書 
 



 



　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

後期高齢者医療保険料

使用料及び手数料 △50

繰入金

繰越金

諸収入

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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  （歳　出）

款

総務費

後期高齢者医療広域連合納付金

後期高齢者健診事業費 △3,669

諸支出金

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 後期高齢者医療

保険料

 1 項 後期高齢者医療

保険料

 1 目 後期高齢者医療 現年度分

保険料 滞納繰越分

節

 2 款 使用料及び手数 △ 50

料

 1 項 手数料 △ 50

 1 目 督促手数料 △ 50 督促手数料

節

 3 款 繰入金

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

保険基盤安定繰入金

節

 4 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 後期高齢者医療保険料

 2款 使用料及び手数料

 3款 繰入金

 4款 繰越金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 5 款 諸収入

 1 項 延滞金加算金及

び過料

 1 目 延滞金 延滞金

 2 目 過　料 過　料

 2 項 償還金及び還付

加算金

 1 目 保険料還付金 保険料還付金

 3 項 受託事業収入

 1 目 後期高齢者健診 後期高齢者健診事業費

事業費受託収入 受託収入

 4 項 雑　入

 1 目 滞納処分費 滞納処分費

 2 目 雑　入 雑　入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 330 ―



 5款 諸収入

 長寿・健康増進推進

 交付金

 広域連合事務費交付

 金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 総務費

 1項 総務管理費

 1目 一般管理費

 2項 徴収費

 1目 徴収費

 2目 滞納処分費

 2款 後期高齢者医療

広域連合納付金

 1項 後期高齢者医療

広域連合納付金

 1目 後期高齢者医療

広域連合納付金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

需用費  消耗品費  一般事務費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

委託料  保守委託料

負担金補助及  負担金

び交付金

需用費  消耗品費  一般事務費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  電算委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

役務費  通信運搬費  滞納処分費

 2款 後期高齢者医療広域連合納付金

負担金補助及  負担金  後期高齢者医療広域連合納付金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3款 後期高齢者健診 △3,669

事業費

 1項 後期高齢者健診 △3,669

事業費

 1目 後期高齢者健診 △3,669

事業費

 4款 諸支出金

 1項 償還金及び還付

加算金

 1目 保険料還付金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 3款 後期高齢者健診事業費

報償費  報償金  後期高齢者健診事業費

 報償物品費

需用費  消耗品費  人間ドック検診委託事業費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費  高齢者の保健事業と介護予防の

 手数料  一体的実施事業費

委託料  業務委託料

 保守委託料

 電算委託料

 健康診査委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

 4款 諸支出金

償還金利子及  還付金及び還付  保険料還付金

び割引料  加算金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 5款 予備費

予備費  予備費

内 訳

金 額
説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

は つ ら つ 健 康 診 査
業 務 委 託 料

令和3年度に契約締
結したはつらつ健康診
査業務に係る委託料
のうち、翌年度に支払
う額

令和3年度に契
約締結したはつ
らつ健康診査業
務に係る委託料
のうち、翌年度
に支払う額

令和3年度に契
約締結したはつ
らつ健康診査業
務に係る委託料
のうち、翌年度に
支払う額

は つ ら つ 健 康 診 査
業 務 委 託 料

令和4年度に契約締
結したはつらつ健康診
査業務に係る委託料
のうち、翌年度に支払
う額

令和4年度に契
約締結したはつ
らつ健康診査業
務に係る委託料
のうち、翌年度
に支払う額

令和4年度に契
約締結したはつ
らつ健康診査業
務に係る委託料
のうち、翌年度に
支払う額

糖尿病重症化予防プログラム
保 健 指 導 業 務 委 託 料

令和3年度に契約締
結した糖尿病重症化
予防プログラム保健指
導業務に係る委託料
のうち、翌年度に支払
う額

令和3年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌
年度に支払う額

令和3年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌年
度に支払う額

糖尿病重症化予防プログラム
保 健 指 導 業 務 委 託 料

令和4年度に契約締
結した糖尿病重症化
予防プログラム保健指
導業務に係る委託料
のうち、翌年度に支払
う額

令和4年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌
年度に支払う額

令和4年度に契
約締結した糖尿
病重症化予防プ
ログラム保健指
導業務に係る委
託料のうち、翌年
度に支払う額

左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）

特 定 財 源
一般財源

債 務 負 担 行 為 で 令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 に わ た る も の に つ い て の
令 和 年 度 （ 年 度 ） 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 及 び
令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

令 和 ３ 年 度 末

ま で の 支 出

（ 見 込 ） 額

令 和 ４ 年 度 以 降

の 支 出 予 定 額限 度 額事 項
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介護保険事業特別会計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市介護保険事業特別会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の介護保険事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算）

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，２２６，３６７千

円、介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ８，２８２千円

と定める。

２ 保険事業勘定及び介護サービス事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ご

との金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表 地方債」による。

（歳出予算の流用）

第４条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における款内でのこれ

らの経費の各項の間の流用
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第１表　歳入歳出予算（保険事業勘定）

 歳　入

款 項

介護保険料

介護保険料

分担金及び負担金

負担金

使用料及び手数料

手数料

国庫支出金

国庫負担金

国庫補助金

支払基金交付金

支払基金交付金

県支出金

県負担金

県補助金

財産収入

財産運用収入

財産売払収入

繰入金

他会計繰入金

介護サービス事業勘定繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

延滞金加算金及び過料

市預金利子

雑　入

市　債

市　債

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計
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 歳　出

款 項

総務費

総務管理費

徴収費

介護認定審査会費

趣旨普及費

保険給付費

介護サービス等諸費

介護予防サービス等諸費

介護報酬審査支払手数料

高額介護サービス等費

特定入所者介護サービス等費

財政安定化基金拠出金

財政安定化基金拠出金

地域支援事業費

地域支援事業費

保健福祉事業費

保健福祉事業費

基金積立金

基金積立金

諸支出金

償還金及び還付加算金

延滞金加算金及び過料

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第１表　歳入歳出予算（介護サービス事業勘定）

 歳　入

款 項

介護予防サービス収入

介護予防サービス収入

繰越金

繰越金

 歳　出

款 項

地域支援事業費

地域支援事業費

諸支出金

繰出金

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第 ２ 表   債務負担行為　（保険事業勘定）　
（単位：千円）

ひとり暮らし高齢者等家庭生活見守り事業業務委託料
 自 令和  5 年度
 至 令和  8 年度

 自 令和  4 年度
 至 令和  5 年度

事 項 期 間 限 度 額

高齢者福祉計画・第9期介護保険事業計画策定委託料
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第 ３ 表    地  方  債　（保険事業勘定）　
（単位：千円）

財 政 安 定 化 基 金 貸 付 金

償 還 の 方 法起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率

普通貸借 無利子
　債権者と協定す
るところによる。
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予算に関する説明書 
 



 



１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

介護保険料 △7,555

分担金及び負担金 △43

使用料及び手数料 △50

国庫支出金

支払基金交付金

県支出金

財産収入 △128

繰入金

繰越金

諸収入

市　債

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計

歳入歳出予算事項別明細書（保険事業勘定）
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  （歳　出）

款

総務費

保険給付費

財政安定化基金拠出金

地域支援事業費

保健福祉事業費 △1

基金積立金 △127

諸支出金

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 介護保険料 △ 7,555

 1 項 介護保険料 △ 7,555

 1 目 第１号被保険者 △ 7,555 現年度分

介護保険料 滞納繰越分

節

 2 款 分担金及び負担 △ 43

金

 1 項 負担金 △ 43

 1 目 負担金 △ 43 高齢者住宅等安心確保

事業費負担金

節

 3 款 使用料及び手数 △ 50

料

 1 項 手数料 △ 50

 1 目 督促手数料 △ 50 督促手数料

節

 4 款 国庫支出金

 1 項 国庫負担金

 1 目 介護給付費等負 現年度分

担金 過年度分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 介護保険料

 2款 分担金及び負担金

 3款 使用料及び手数料

 4款 国庫支出金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 2 項 国庫補助金

 1 目 財政調整交付金 普通調整交付金

特別調整交付金

総合事業調整交付金

 2 目 地域支援事業交 現年度分

付金（介護予防 過年度分

事業等）

 3 目 地域支援事業交 現年度分

付金（包括的支 過年度分

援事業等）

 4 目 保険者機能強化 保険者機能強化推進交

推進交付金 付金

 5 目 介護保険保険者 介護保険保険者努力支

努力支援交付金 援交付金

（廃　　目）　 △ 990

介護保険事業費

補助金

節

 5 款 支払基金交付金

 1 項 支払基金交付金

 1 目 介護給付費交付 現年度分

金 過年度分

 2 目 地域支援事業支 現年度分

援交付金 過年度分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 4款 国庫支出金

 5款 支払基金交付金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 6 款 県支出金

 1 項 県負担金

 1 目 介護給付費等負 現年度分

担金 過年度分

 2 項 県補助金

 1 目 地域支援事業交 現年度分

付金（介護予防 過年度分

事業等）

 2 目 地域支援事業交 現年度分

付金（包括的支 過年度分

援事業等）

節

 7 款 財産収入 △ 128

 1 項 財産運用収入 △ 128

 1 目 利子及び配当金 △ 128 利子及び配当金

 2 項 財産売払収入

 1 目 財産売払収入 物品売払収入

節

 8 款 繰入金

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 6款 県支出金

 7款 財産収入

 介護保険財政調整基

 金利子

 介護保険高額サービ

 ス資金貸付基金利子

 8款 繰入金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

― 353 ―



節

介護給付費等繰入金

地域支援事業繰入金

地域支援事業繰入金（

法定外）

低所得者保険料軽減繰

入金

 2 項 介護サービス事

業勘定繰入金

 1 目 介護サービス事 介護サービス事業勘定

業勘定繰入金 繰入金

 3 項 基金繰入金

 1 目 介護保険財政調 介護保険財政調整基金

整基金繰入金 繰入金

節

 9 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

節

10 款 諸収入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 8款 繰入金

 介護予防事業等繰入

 金

 包括的支援事業等繰

 入金

 介護予防事業等繰入

 金（法定外）

 包括的支援事業等繰

 入金（法定外）

 9款 繰越金

10款 諸収入

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 1 項 延滞金加算金及

び過料

 1 目 延滞金 第１号被保険者延滞金

 2 目 加算金 第１号被保険者加算金

 3 目 過　料 過　料

 2 項 市預金利子

 1 目 市預金利子 市預金利子

 3 項 雑　入

 1 目 滞納処分費 滞納処分費

 2 目 第三者納付金 第三者納付金

 3 目 返納金 返納金

 4 目 雑　入 雑　入

節

11 款 市　債

 1 項 市　債

 1 目 市　債 財政安定化基金貸付金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

― 356 ―



10款 諸収入

11款 市　債

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 総務費

 1項 総務管理費

 1目 一般管理費

 2目 連合会負担金 △23

 2項 徴収費 △7

 1目 賦課徴収費 △7

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

報　酬  非常勤職員報酬  介護保険運営協議会費

給　料  会計年度任用職  介護保険事業計画策定費

 給

職員手当等  会計年度任用職  一般事務費

 員通勤手当

 会計年度任用職

 員期末手当

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  保守委託料

 電算委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  権利使用料

備品購入費  機械器具費

負担金補助及  負担金

び交付金

負担金補助及  負担金  栃木県国民健康保険団体連合会

び交付金  負担金

需用費  消耗品費  一般事務費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 手数料

委託料  電算委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 滞納処分費

 3項 介護認定審査会 △5,748

費

 1目 介護認定審査会

費

 2目 認定調査費 △5,964

 4項 趣旨普及費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

使用料及び賃  機械等借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金

役務費  通信運搬費  滞納処分費

報　酬  非常勤職員報酬  介護認定審査会委員報酬

報償費  報償金

需用費  消耗品費  介護認定審査会運営費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 損害保険料

報　酬  会計年度任用職  認定調査員活動費

 員報酬  認定調査委託費

職員手当等  会計年度任用職  主治医等意見書徴収費

 員期末手当

共済費  雇用保険料

 社会保険料

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

需用費  消耗品費

 燃料費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

公課費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 1目 趣旨普及費

 2款 保険給付費

 1項 介護サービス等

諸費

 1目 居宅介護サービ

ス給付費

 2目 地域密着型介護

サービス給付費

 3目 施設介護サービ

ス給付費

 4目 居宅介護サービ

ス計画給付費

 2項 介護予防サービ

ス等諸費

 1目 介護予防サービ △127

ス給付費

 2目 地域密着型介護

予防サービス給

付費

 3目 介護予防サービ

ス計画給付費

 3項 介護報酬審査支

払手数料

 1目 介護報酬審査支

払手数料

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

需用費  消耗品費  広報活動費

 2款 保険給付費

負担金補助及  負担金  居宅介護サービス給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  地域密着型介護サービス給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  施設介護サービス給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  居宅介護サービス計画給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  介護予防サービス給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  地域密着型介護予防サービス給

び交付金  付費

負担金補助及  負担金  介護予防サービス計画給付費

び交付金

委託料  診療報酬等審査  介護報酬審査及び支払手数料

 支払委託料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4項 高額介護サービ

ス等費

 1目 高額介護サービ

ス費

 2目 高額介護予防サ

ービス費

 3目 高額医療合算介

護サービス費

 4目 高額医療合算介

護予防サービス

費

 5項 特定入所者介護 △30,764

サービス等費

 1目 特定入所者介護 △30,666

サービス費

 2目 特定入所者介護 △98

予防サービス費

 3款 財政安定化基金

拠出金

 1項 財政安定化基金

拠出金

 1目 財政安定化基金

拠出金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 2款 保険給付費

負担金補助及  負担金  高額介護サービス費給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  高額介護予防サービス費給付費

び交付金

負担金補助及  負担金  高額医療合算介護サービス給付

び交付金  費

負担金補助及  負担金  高額医療合算介護予防サービス

び交付金  給付費

負担金補助及  負担金  特定入所者介護サービス費

び交付金

負担金補助及  負担金  特定入所者介護予防サービス費

び交付金

 3款 財政安定化基金拠出金

負担金補助及  負担金  財政安定化基金拠出金

び交付金

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 4款 地域支援事業費

 1項 地域支援事業費

 1目 介護予防・日常

生活支援総合事

業費

 2目 包括的支援事業

・任意事業費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 地域支援事業費

報　酬  会計年度任用職  一般介護予防事業費

 員報酬  介護予防・生活支援サービス事

職員手当等  会計年度任用職  業費

 員期末手当  高額介護予防サービス費

共済費  雇用保険料

 社会保険料  高額医療合算介護予防サービス

報償費  報償金  給付費

旅　費  費用弁償  総合事業審査支払手数料

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

役務費  通信運搬費

 損害保険料

委託料  業務委託料

 診療報酬等審査

 支払委託料

 訪問給食委託料

使用料及び賃  自動車借上料

借料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

給　料  一般職給  総合相談事業費

職員手当等  扶養手当  権利擁護事業費

 住居手当  包括的・継続的ケアマネジメン

 通勤手当  ト支援事業費

 時間外勤務手当  任意事業費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 5款 保健福祉事業費 △1

 1項 保健福祉事業費 △1

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 4款 地域支援事業費

 期末手当  認知症総合支援事業費

 勤勉手当

 児童手当  生活支援体制整備事業費

共済費  職員共済費

 公務災害補償費  在宅医療・介護連携推進事業費

報償費  報償金

旅　費  普通旅費  地域ケア会議推進事業費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 電算委託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  自動車借上料

負担金補助及  負担金

び交付金  補助金

公課費

 5款 保健福祉事業費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 1目 保健福祉事業費 △1

 6款 基金積立金 △127

 1項 基金積立金 △127

 1目 介護保険財政調 △127

整基金積立金

 7款 諸支出金

 1項 償還金及び還付

加算金

 1目 第１号被保険者

保険料還付金

 2目 償還金

 2項 延滞金加算金及

び過料

 1目 延滞金

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 5款 保健福祉事業費

繰出金  介護保険高額サ  介護保険高額サービス資金貸付

 ービス資金貸付  基金繰出金

 基金繰出金

 6款 基金積立金

積立金  介護保険財政調  介護保険財政調整基金積立金

 整基金積立金

 7款 諸支出金

償還金利子及  還付金及び還付  第１号被保険者保険料還付金

び割引料  加算金

償還金利子及  償還金  償還金

び割引料

償還金利子及  延滞金  延滞金

び割引料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 8款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 8款 予備費

予備費  予備費

内 訳

金 額
説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

介護予防サービス収入 △139

繰越金

△139

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計

歳入歳出予算事項別明細書（介護サービス事業勘定）
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  （歳　出）

款

地域支援事業費 △17

諸支出金 △122

予備費

△139歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 介護予防サービ △ 139

ス収入

 1 項 介護予防サービ △ 139

ス収入

 1 目 介護予防サービ △ 139 介護予防サービス収入

ス収入

節

 2 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 介護予防サービス収入

 2款 繰越金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 地域支援事業費 △17

 1項 地域支援事業費 △17

 1目 介護予防事業費 △17

 2款 諸支出金 △122

 1項 繰出金 △122

 1目 保険事業勘定繰

出金

（廃　　目）　 △2,377

一般会計繰出金

 3款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源

― 379 ―



 1款 地域支援事業費

委託料  業務委託料  介護予防サービス計画作成費

 2款 諸支出金

繰出金  他勘定繰出金  保険事業勘定繰出金

 3款 予備費

予備費  予備費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳

内 訳

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額

金 額

説 明

説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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職員数 報　酬 給　料
期  末
手  当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計 共済費 合　計 備　考

（千円）

年 　間
支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の
特 別 職

135 12,724 12,724 12,724

計 135 12,724 12,724 0 12,724

その他の
特 別 職

138 12,750 12,750 12,750

計 138 12,750 12,750 0 12,750

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

△ 3 △ 26 0 0 0 0 △ 26 0 △ 26

計 △ 3 △ 26 0 0 0 0 △ 26 0 △ 26

１　　特　　別　　職

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分

本
　
　
年
　
　
度

長　等

議　員

比
　
　
　
　
　
較

議　員

前
　
　
年
　
　
度

長　等

給 与 費 明 細 書 　　（保険事業勘定）
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(15)

7
36,436 28,901 24,006 89,343 15,900 105,243

前 年 度 (15) 36,426 857 7,787 45,070 7,225 52,295

比　　較 7 10 28,044 16,219 44,273 8,675 52,948

　(　)内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 378 540 768

前年度 87

比　較 378 540 681

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 4,283 13,255

前年度 7,700

比　較 4,283 5,555

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 4,662 120

前年度

比　較 4,662 120

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

4,061

3,005

合  　  計 備  　  考

２　　一　　般　　職

（１）　総　　　括

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共  済  費
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給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 7 27,929 16,845 44,774 8,683 53,457

前 年 度

比　　較 7 27,929 16,845 44,774 8,683 53,457

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 378 540 705

前年度

比　較 378 540 705

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 4,283 6,157

前年度

比　較 4,283 6,157

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 4,662 120

前年度

比　較 4,662 120

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

6,396

-

合  　  計 備  　  考

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共  済  費
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 (15) 36,436 972 7,161 44,569 7,217 51,786

前 年 度 (15) 36,426 857 7,787 45,070 7,225 52,295

比　　較 10 115 △ 626 △ 501 △ 8 △ 509

　(　)内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 63

前年度 87

比　較 △ 24

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 7,098

前年度 7,700

比　較 △ 602

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　較

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

2,971

3,005

イ　会計年度任用職員

合  　  計 備  　  考

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

区　　分 職員数 共  済  費
給　　　　　与　　　　　費
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増減額

（千円） （千円）

給料 28,044 給与改定 0

に伴う

増減分 0.0%

昇給 0

に伴う 0 人

増加分

その他の 28,044

増減分

27,929

115

職員 16,219 制度改正 △ 421 給与改定による増減

手当 に伴う 　期末手当 △ 421

 等 増減分 　勤勉手当

その他の 16,640

増減分 　期末手当

　勤勉手当

16,845

 その他の増減分   

 手当受給者の変動 △ 205

会計間異動による増減分

昇給・昇格に伴うはね返り増減

昇格による増分

会計間異動による増減分

新陳代謝による増減分

　給料の改定率

　平均昇給率 （昇給期） （職員数）

0.0% 　昇給
　職員数

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説              明 備　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況
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一般行政職 技能労務職

335,486

４２歳　４月

（単位：円）

行政職（一）
一般職

高 校 卒 150,600 150,600

大 学 卒 182,200 182,200

国　　の　　制　　度

令和３年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

　　イ　初　　任　　給

区　　分 一般行政職

（３）　給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員一人当たり給料

区　　　　　　　　　分

令和４年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

― 386 ―



　　ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 1 14.3 ２ 級

４ 級 4 57.1 １ 級

３ 級 2 28.6

２ 級

１ 級

再任用

計 7 100.0 計

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 １ 級

３ 級

２ 級

１ 級

再任用

計 計

区　　　分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

主 　事

保健師
副主幹 主　 査 主 　任

令和３年１月１日現在

  （級別の基準となる職務）

一般行政職 参 　事 副参事 主   幹

区    　　　　分

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 級

令和４年１月１日現在
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支給率計

(月分)

本 年 度
(2.25)
4.3

前 年 度

国の制度
(2.25)
4.3

(　)内は、再任用職員の支給率です。

(月分） (月分） (月分） (月分)

一般行政職

通勤手当 異 　通勤距離区分の細分化

扶養手当 同

住居手当 同

代表的な特殊勤務手当の名称

　　キ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

給料総額に対する比率　　（％）

支給対象職員の比率　　　（％）
(令和４年１月１日現在)

　　カ　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　分 全　職　種
代表的な職種

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

　その他の加算措置等 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

　　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

最　高
限　度

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

　　エ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

等級による加算措置
備考

６月　(月分) 12月 (月分)
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

高 齢 者 福 祉 計 画 ・
第 期 介 護 保 険 事 業
計 画 策 定 委 託 料

ひ と り 暮 ら し 高 齢 者 等 家 庭
生 活 見 守 り 事 業 業 務 委 託 料

5～8

債 務 負 担 行 為 で 令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 に わ た る も の に つ い て の
令 和 年 度 （ 年 度 ） 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 及 び
令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

令 和 ３ 年 度 末

ま で の 支 出
の 支 出 予 定 額 特 定 財 源

一般財源
（ 見 込 ） 額

令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
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財 政 安 定 化
基 金 貸 付 金

起 債 見 込 額

令 和 年 度 中

令和 年度末

元 金 償 還 現在高見込額現在高見込額現 在 高
見 込 額

（単位：千円）

令 和 年 度 中

令 和 年 度 中 増 減 見 込 み

地方債の令和2年度（2020年度）末における現在高並びに令和3年度

区 分

 （2021年度）末及び令和4年度（2022年度）末における現在高の見込に

関する調書　　　（保険事業勘定）

令和 年度末令 和 年 度
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診療所事業特別会計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市診療所事業特別会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の診療所事業特別会計の予算は、次に定めるところ

による。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４３，４７６千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（地方債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表 地方債」による。

― 391 ―



第１表　歳入歳出予算

 歳　入

款 項

診療収入

外来収入

使用料及び手数料

手数料

県支出金

県補助金

繰入金

他会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

雑　入

市　債

市　債

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計
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 歳　出

款 項

総務費

施設管理費

研修研究費

医業費

医業費

公債費

公債費

諸支出金

償還金及び還付加算金

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第 ２ 表    地  方  債
（単位：千円）

１．５％以内

医 療 設 備 整 備 事 業

償 還 の 方 法起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率

政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合には、

その債権者と協定

するところによる。

ただし、市財政の

都合により、据置

期間及び償還期限

を短縮し、若しく

は繰上償還又は低

利債に借り換える

ことができる。

（ ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて､利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 ）

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行
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予算に関する説明書 
 



 



　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

診療収入

使用料及び手数料

県支出金

繰入金

繰越金

諸収入

市　債 △10,800

△5,051

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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  （歳　出）

款

総務費

医業費 △10,327

公債費

諸支出金

予備費

△5,051歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 診療収入

 1 項 外来収入

 1 目 国民健康保険診 現年度分

療報酬収入

 2 目 社会保険診療報 現年度分

酬収入

 3 目 後期高齢者医療 現年度分

保険診療報酬収

入

 4 目 一部負担金 現年度分

 5 目 その他の診療収 現年度分

入

節

 2 款 使用料及び手数

料

 1 項 手数料

 1 目 診断書料 診断書料

節

 3 款 県支出金

 1 項 県補助金

 1 目 県補助金 診療所運営費補助金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 診療収入

 2款 使用料及び手数料

 3款 県支出金

 へき地診療所運営費

 県補助金

 小児救急医療施設運

 営費県補助金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

診療所設備整備費補助

金

節

 4 款 繰入金

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

節

 5 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

節

 6 款 諸収入

 1 項 雑　入

 1 目 雑　入 雑　入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 3款 県支出金

 医療施設等設備整備

 事業費補助金

 4款 繰入金

 5款 繰越金

 6款 諸収入

 長寿社会づくりソフ

 ト事業費交付金

 施設使用光熱水費負

 担金

 雑　入

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 7 款 市　債 △ 10,800

 1 項 市　債 △ 10,800

 1 目 医療設備整備事 △ 10,800 医療設備整備事業債

業債

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 7款 市　債

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 総務費

 1項 施設管理費

 1目 一般管理費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

報　酬  非常勤職員報酬  職員人件費

 会計年度任用職  一般管理費

 員報酬

給　料  一般職給

職員手当等  地域手当

 初任給調整手当

 通勤手当

 特殊勤務手当

 時間外勤務手当

 管理職手当

 期末手当

 勤勉手当

 寒冷地手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

 公務災害補償費

 雇用保険料

 社会保険料

報償費  報償金

旅　費  普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 光熱水費

 修繕料

役務費  通信運搬費

 手数料

 火災保険料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2項 研修研究費 △24

 1目 研修研究費 △24

 2款 医業費 △10,327

 1項 医業費 △10,327

 1目 医療用消耗機材 △10,539

費

 2目 医療用材料費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

 損害保険料

委託料  業務委託料

 保守委託料

 施設維持管理委

 託料

 廃棄物処理等委

 託料

 指定管理料

使用料及び賃  土地借上料

借料  機械等借上料

 視聴料

工事請負費  設置工事請負費

備品購入費  庁用器具費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

旅　費  普通旅費  研修研究費

負担金補助及  負担金

び交付金

 2款 医業費

需用費  医薬材料費  医療用消耗機材費

備品購入費  機械器具費

需用費  医薬材料費  医療用材料費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 3目 医療用検査費

 3款 公債費

 1項 公債費

 1目 元　金

 2目 利　子 △13

 4款 諸支出金

 1項 償還金及び還付

加算金

 1目 償還金

 5款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 2款 医業費

委託料  業務委託料  医療用検査費

 3款 公債費

償還金利子及  償還金  元金償還金

び割引料

償還金利子及  市債等利子  利子支払金

び割引料

 4款 諸支出金

償還金利子及  償還金  償還金

び割引料

 5款 予備費

予備費  予備費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳

内 訳

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額

金 額

説 明

説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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職員数 報　酬 給　料
期  末
手  当

寒冷地
手   当

その他
の手当

計 共済費 合　計 備　考

（千円）

年 　間
支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の
特 別 職

1 360 360 360

計 1 360 360 0 360

その他の
特 別 職

1 360 360 360

計 1 360 360 0 360

長　等 0 0 0 0 0 0 0 0 0

議　員 0 0 0 0 0 0 0 0 0

その他の
特 別 職

0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

比
　
　
　
　
　
較

議　員

前
　
　
年
　
　
度

長　等

議　員

給 　与　 費 　明　 細　 書

１　　特　　別　　職

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分

本
　
　
年
　
　
度

長　等
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(9)
3

24,564 12,088 11,654 48,306 4,820 53,126

前 年 度
(10)

2
22,875 11,440 12,509 46,824 4,037 50,861

比　　較
(△1)

1
1,689 648 △ 855 1,482 783 2,265

　（　）内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 674 4,244 195 1,407

前年度 300 693 4,244 365 1,407

比　較 △ 300 △ 19 △ 170

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 35 362 2,873

前年度 45 381 3,099

比　較 △ 10 △ 19 △ 226

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 1,813 51

前年度 1,826 89 60

比　較 △ 13 △ 38 △ 60

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

２　　一　　般　　職

（１）　総　　　括

区　　分 職員数

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

4,026

3,902

合  　  計 備  　  考共  済  費
給　　　　　与　　　　　費
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給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 3 12,088 11,235 23,323 4,365 27,688

前 年 度
(1)
2

11,440 12,064 23,504 3,596 27,100

比　　較
(△1)

1
648 △ 829 △ 181 769 588

　（　）内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 674 4,244 195 1,407

前年度 300 693 4,244 365 1,407

比　較 △ 300 △ 19 △ 170

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 35 362 2,454

前年度 45 381 2,654

比　較 △ 10 △ 19 △ 200

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 1,813 51

前年度 1,826 89 60

比　較 △ 13 △ 38 △ 60

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度 7,835

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

合  　  計 備  　  考
給　　　　　与　　　　　費

共  済  費

一人当たり給与費（千円）

7,774

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

区　　分 職員数

ア　会計年度任用職員以外の職員
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 (9) 24,564 419 24,983 455 25,438

前 年 度 (9) 22,875 445 23,320 441 23,761

比　　較 1,689 △ 26 1,663 14 1,677

　（　）内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　　当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　較

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 419

前年度 445

比　較 △ 26

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度

前年度

比　較

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

備  　  考

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

区　　分 職員数 共  済  費

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

2,776

2,591

イ　会計年度任用職員

合  　  計
給　　　　　与　　　　　費
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増減額

（千円） （千円）

給料 648 給与改定 0

に伴う

増減分 0.0%

昇給 20

に伴う 1 人

増加分

その他の 628

増減分

新陳代謝による増減分

628

会計間異動による増減分

職員 △ 855 制度改正 △ 197 給与改定による増減

手当 に伴う 　期末手当 △ 178

 等 増減分 　勤勉手当

管理職手当削減による減

　 △ 19 5 %

その他の △ 658

増減分 　期末手当 4

　勤勉手当 3

 その他の増減分   

　手当受給者の変動等 △ 665

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説              明 備　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況

　給料の改定率

　平均昇給率 （昇給期） （職員数）

0.5% 　昇給
　職員数

１月

　6級

（削減率）【削減内容】（対象）

昇給・昇格に伴うはね返り増減

その他の増減分

昇格による増分
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一般行政職 技能労務職 医　療　職

317,750 348,900

５６歳　５月 ３０歳　６月

378,600 348,900

５１歳　１月 ３１歳　１月

（単位：円）

行政職（一）
一般職

高 校 卒 150,600 150,600

大 学 卒 182,200 182,200

（３）　給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員一人当たり給料

区　　　　　　　　　分

令和４年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

国　　の　　制　　度

令和３年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

　　イ　初　　任　　給

区　　分 一般行政職
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　　ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 1 50.0 １ 級

３ 級

２ 級

１ 級

再任用 1 50.0

計 2 100.0 計

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 1 100.0 １ 級

３ 級

２ 級

１ 級

再任用 (1) (100.0)

計
(1)
1

100.0 計

　（　）内は、再任用短時間職員であり外書きです。

区　　　分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

主 　事

保健師

看護師

区    　　　　分

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 級

令和４年１月１日現在

副主幹 主　 査 主 　任

令和３年１月１日現在

  （級別の基準となる職務）

一般行政職 参 　事 副参事 主   幹
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支給率計

(月分)

本 年 度
(2.25)
4.3

前 年 度
(2.35)
4.45

国の制度
(2.25)
4.3

　(　)内は、再任用職員の支給率です。

(月分） (月分） (月分） (月分)

一般行政職 医　療　職

32.17

100

通勤手当 異 　通勤距離区分の細分化

扶養手当 同

住居手当 同

代表的な特殊勤務手当の名称 放射線取扱手当、診療手当、往診手当、予防活動手当

　　キ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

給料総額に対する比率　　（％） 11.4

支給対象職員の比率　　　（％）
(令和４年１月１日現在)

33.33

　　カ　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　分 全　職　種
代表的な職種

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

　その他の加算措置等 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

　　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

最　高
限　度

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

有

　　エ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

等級による加算措置
備考

６月　(月分) 12月 (月分)
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

奥日光診療所・小来川診療所
指 定 管 理 料

4～6

三 依 診 療 所
指 定 管 理 料

4～8

債 務 負 担 行 為 で 令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 に わ た る も の に つ い て の
令 和 年 度 （ 年 度 ） 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 及 び
令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

令 和 ３ 年 度 末

ま で の 支 出
の 支 出 予 定 額 特 定 財 源

一般財源
（ 見 込 ） 額

令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）
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医療設備整備事業債

現 在 高

令 和 年 度

起 債 見 込 額

関する調書

令和 年度末

元 金 償 還
令 和 年 度 中令 和 年 度 中

見 込 額

 （2021年度）末及び令和4年度（2022年度）末における現在高の見込に

地方債の令和2年度（2020年度）末における現在高並びに令和3年度

（単位：千円）

令 和 年 度 中 増 減 見 込 み
令和 年度末

区 分
現在高見込額 現在高見込額
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温泉事業特別会計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市温泉事業特別会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の温泉事業特別会計の予算は、次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７２，３５４千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。
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第１表　歳入歳出予算

 歳　入

款 項

温泉事業収入

使用料及び手数料

財産収入

財産運用収入

繰入金

他会計繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

雑　入

 歳　出

款 項

施設事業費

温泉総務費

施設管理費

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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予算に関する説明書 
 



 



　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

温泉事業収入 △274

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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  （歳　出）

款

施設事業費

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 温泉事業収入 △ 274

 1 項 使用料及び手数 △ 274

料

 1 目 川俣温泉使用料 現年度分

過年度分

施設使用料

 2 目 川俣湖温泉使用 △ 352 現年度分

料 過年度分

 3 目 日向温泉使用料 △ 1,000 現年度分

過年度分

 4 目 日蔭温泉使用料 現年度分

過年度分

 5 目 西川温泉使用料 現年度分

過年度分

 6 目 湯西川下地区温 現年度分

泉使用料 過年度分

節

 2 款 財産収入

 1 項 財産運用収入

 1 目 利子及び配当金 利子及び配当金

節

 3 款 繰入金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 温泉事業収入

 現年度分

 温泉スタンド分

 2款 財産収入

 温泉給湯事業基金利

 子

 3款 繰入金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

 2 項 基金繰入金

 1 目 温泉給湯事業基 温泉給湯事業基金繰入

金繰入金 金

節

 4 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

節

 5 款 諸収入

 1 項 雑　入

 1 目 雑　入 消費税還付金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 3款 繰入金

 4款 繰越金

 5款 諸収入

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 施設事業費

 1項 温泉総務費

 1目 温泉総務費

 2項 施設管理費

 1目 施設維持管理費

 2款 予備費

 1項 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 施設事業費

需用費  消耗品費  一般管理費

 燃料費  温泉給湯事業基金積立金

 修繕料

役務費  手数料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

工事請負費  設置工事請負費

備品購入費  施設器具費

積立金  温泉給湯事業基

 金積立金

公課費

需用費  燃料費  川俣温泉費

 光熱水費  川俣湖温泉費

 修繕料  日向温泉費

役務費  火災保険料  日蔭温泉費

使用料及び賃  土地借上料  西川温泉費

借料  権利使用料  湯西川下地区温泉費

 施設修繕費

 2款 予備費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 2款 予備費

予備費  予備費

内 訳

金 額
説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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（単位：千円）

期 間 金 額 期 間 金 額
国   県
支出金

地方債 その他

日 向 温 泉 源 泉 動 力 装 置
変 更 申 請 事 業 費

ま で の 支 出
の 支 出 予 定 額 特 定 財 源

一般財源
（ 見 込 ） 額

令 和 ４ 年 度 以 降 左 の 財 源 内 訳 （ 該 当 が あ る 場 合 記 入 ）

債 務 負 担 行 為 で 令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 に わ た る も の に つ い て の
令 和 年 度 （ 年 度 ） 末 ま で の 支 出 額 又 は 支 出 額 の 見 込 及 び
令 和 年 度 （ 年 度 ） 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

事 項 限 度 額

令 和 ３ 年 度 末
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銅山観光事業特別会計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市銅山観光事業特別会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の銅山観光事業特別会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ７４，２７１千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。
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第１表　歳入歳出予算

 歳　入

款 項

事業収入

観光事業収入

財産収入

財産運用収入

繰入金

他会計繰入金

基金繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

諸収入

 歳　出

款 項

観光事業費

観光費

諸支出金

繰出金

基金積立金

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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予算に関する説明書 
 



 



　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

事業収入 △3,194

財産収入 △11

繰入金 △700

繰越金

諸収入 △139

△4,044

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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  （歳　出）

款

観光事業費 △4,033

諸支出金 △11

予備費

△4,044歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較

― 437 ―



本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 事業収入 △ 3,194

 1 項 観光事業収入 △ 3,194

 1 目 観光事業収入 △ 3,194 入坑料

施設使用料

節

 2 款 財産収入 △ 11

 1 項 財産運用収入 △ 11

 1 目 利子及び配当金 △ 11 利子及び配当金

節

 3 款 繰入金 △ 700

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

 2 項 基金繰入金 △ 700

 1 目 基金繰入金 △ 700 銅山観光事業財政調整

基金繰入金

節

 4 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 繰越金

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 事業収入

 2款 財産収入

 銅山観光事業財政調

 整基金利子

 3款 繰入金

 4款 繰越金

 前年度繰越金

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 5 款 諸収入 △ 139

 1 項 諸収入 △ 139

 1 目 雑　入 △ 139 雑　入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 5款 諸収入

 雑　入

 施設使用光熱水費等

 負担金

 施設使用光熱水費等

 負担金（滞納繰越分

 ）

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 観光事業費 △4,033

 1項 観光費 △4,033

 1目 管理費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 観光事業費

報　酬  会計年度任用職  職員人件費

 員報酬  一般管理費

 会計年度任用職

 員報酬（時間外

 勤務手当相当分

 ）

 会計年度任用職

 員報酬（休日勤

 務手当相当分）

給　料  一般職給

 会計年度任用職

 給

職員手当等  住居手当

 通勤手当

 時間外勤務手当

 期末手当

 勤勉手当

 会計年度任用職

 員通勤手当

 会計年度任用職

 員時間外勤務手

 当

 会計年度任用職

 員休日勤務手当

 会計年度任用職

 員期末手当

共済費  職員共済費

 公務災害補償費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明
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 2目 業務費 △4,921

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 観光事業費

 労災保険料

 雇用保険料

 社会保険料

報償費  報償金

旅　費  費用弁償

 普通旅費

需用費  消耗品費

 燃料費

 印刷製本費

 光熱水費

役務費  通信運搬費

 広告料

 手数料

 火災保険料

 損害保険料

委託料  業務委託料

 施設維持管理委

 託料

 廃棄物処理等委

 託料

使用料及び賃  機械等借上料

借料  物品借上料

 視聴料

 権利使用料

 有料道路通行料

備品購入費  施設器具費

負担金補助及  負担金

び交付金

公課費

需用費  消耗品費  業務費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 446 ―



 2款 諸支出金 △11

 1項 繰出金

 1目 繰出金

 2項 基金積立金 △11

 1目 銅山観光事業財 △11

政調整基金積立

金

 3款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 1款 観光事業費

 修繕料

委託料  測量・設計等委

 託料

 施設維持管理委

 託料

工事請負費  改修工事請負費

 撤去工事請負費

原材料費  工事材料費

 2款 諸支出金

繰出金  一般会計繰出金  一般会計繰出金

積立金  銅山観光事業特  銅山観光事業財政調整基金積立

 別会計財政調整  金

 基金積立金

 3款 予備費

予備費  予備費

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳

内 訳

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額

金 額

説 明

説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度
(12)

3
7,446 20,887 8,265 36,598 6,252 42,850

前 年 度
(10)

3
5,609 22,119 9,341 37,069 6,335 43,404

比　　較 (2) 1,837 △ 1,232 △ 1,076 △ 471 △ 83 △ 554

　(　)内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　  当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 0 0 162 0 211 0 0

前年度 78 0 240 0 259 0 0

比　較 △ 78 0 △ 78 0 △ 48 0 0

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 867 0 0 0 811 0 5,053

前年度 527 0 0 0 793 0 5,757

比　較 340 0 0 0 18 0 △ 704

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 1,161 0 0 0 0 0 0

前年度 1,687 0 0 0 0 0 0

比　較 △ 526 0 0 0 0 0 0

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

給 　与　 費 　明　 細　 書

1　　一　　般　　職

（１）　総　　　括

区　　分 職員数 共  済  費 合  　  計 備  　  考
給　　　　　与　　　　　費

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

2,440

2,851
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給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 3 9,902 3,704 13,606 2,891 16,497

前 年 度 3 11,506 4,806 16,312 3,221 19,533

比　　較 0 △ 1,604 △ 1,102 △ 2,706 △ 330 △ 3,036

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　  当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 162 71

前年度 78 240 33

比　較 △ 78 0 △ 78 0 38 0 0

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 700 1,610

前年度 360 2,408

比　較 340 0 0 0 0 0 △ 798

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 1,161

前年度 1,687 0

比　較 △ 526 0 0 0 0 0 0

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

4,535

5,437

備  　  考

ア　会計年度任用職員以外の職員

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

区　　分 職員数
給　　　　　与　　　　　費

共  済  費 合  　  計
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報　　　酬 給  　　料 職員手当等 計

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本 年 度 (12) 7,446 10,985 4,561 22,992 3,361 26,353

前 年 度 (10) 5,609 10,613 4,535 20,757 3,114 23,871

比　　較 (2) 1,837 372 26 2,235 247 2,482

　(　)内は、短時間勤務職員であり外書きです。

扶養手当 地域手当 住居手当
初任給調整
手　　　　当

通勤手当
単身赴任
手　　  当

特殊勤務
手　　  当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 140

前年度 226

比　較 0 0 0 △ 86 0 0

時間外勤務
手　　 　　当

宿日直手当
管理職員特
別勤務手当

夜間勤務
手　　　当

休日勤務
手　　  当

管理職手当 期末手当

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本年度 167 811 3,443

前年度 167 793 3,349

比　較 0 0 0 0 18 0 94

勤勉手当 寒冷地手当 児童手当

（千円） （千円） （千円）

本年度 0

前年度

比　較 0 0 0 0 0 0

区　　分

備　　　考 本　年　度

前　年　度

備  　  考

イ　会計年度任用職員

区　　分 職員数 共  済  費 合  　  計
給　　　　　与　　　　　費

職員手当

等の内訳

区　分

区　分

区　分

　　　　一般職職員一人当たり
　　　　給与費の状況

一人当たり給与費（千円）

1,916

2,076
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増減額

（千円） （千円）

給料 △ 1,232 給与改定 0

に伴う

増減分 0.0%

昇給 26

に伴う 1 人

増加分

その他の △ 1,258

増減分

△ 1,762

504

　

職員 △ 1,076 制度改正 △ 105 給与改定による増減分

手当 に伴う 　期末手当 △ 105

 等 増減分 　勤勉手当

その他の △ 971

増減分 　期末手当 5

　勤勉手当 4

340

人事異動等による増減分

　手当受給者の変動 △ 1,320

（２）　給料及び職員手当等の増減額の明細

区分
増減事由別内訳

説              明 備　　　　　　　　　　　考

給与改定の状況

　給料の改定率

　平均昇給率 （昇給期） （職員数）

0.6% 　昇給
　職員数

１月

時間外勤務手当の増分

その他の増減分

昇給・昇格に伴うはね返り増減分

昇格による増分

新陳代謝による増減分

人事異動等による増減分
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一般行政職

269,067

５６歳　７月

313,133

５６歳　1月

（単位：円）

行政職（一）
一般職

高 校 卒 150,600 150,600

大 学 卒 182,200 182,200

（３）　給料及び職員手当等の状況

　　ア　職員一人当たり給料

区　　　　　　　　　分

令和４年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

国　　の　　制　　度

令和３年１月１日現在

平均給料月額　（円）

平　均　年　齢　（歳）

　　イ　初　　任　　給

区　　分 一般行政職
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　　ウ　級別職員数

職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 1 33.3 ２ 級

４ 級 １ 級

３ 級

２ 級

１ 級

再任用 2 66.7

計 3 100.0 計

８ 級 ５ 級

７ 級 ４ 級

６ 級 ３ 級

５ 級 ２ 級

４ 級 2 66.7 １ 級

３ 級

２ 級

１ 級

再任用 1 33.3

計 3 100.0 計

区　　　分 ８ 級 ７ 級 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級 １ 級

主 　事

技　 師

副参事 主   幹 副主幹 主　 査 主 　任

令和３年１月１日現在

  （級別の基準となる職務）

一般行政職 参 　事

区    　　　　分

一　般　行　政　職 技　能　労　務　職

級 級

令和４年１月１日現在
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支給率計

(月分)

本 年 度
(2.25)
4.3

前 年 度
(2.35)
4.45

国の制度
(2.25)
4.3

　(　)内は、再任用職員の支給率です。

(月分） (月分） (月分） (月分)

一般行政職

通勤手当 異 　通勤距離区分の細分化

扶養手当 同

住居手当 同

代表的な特殊勤務手当の名称

　　キ　その他の手当

区　　分 国の制度との異同 差　異　の　内　容

給料総額に対する比率　　（％）

支給対象職員の比率　　　（％）
(令和４年１月１日現在)

　　カ　特殊勤務手当

区　　　　　　　　　　分 全　職　種
代表的な職種

国の制度 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

　その他の加算措置等 備　　考

支給率等 24.586875 33.27075 47.709 47.709
　定年前早期退職
　特別措置
　（3～45％加算）

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

　　オ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区　　分

20年
勤続の者

25年
勤続の者

35年
勤続の者

最　高
限　度

(1.125)
2.15

(1.125)
2.15

有

(1.175)
2.225

(1.175)
2.225

有

　　エ　期末手当・勤勉手当

区　　分
支給期別支給率 職制上の段階、職務の

等級による加算措置
備考

６月　(月分) 12月 (月分)
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公共用地先行取得事業特別会計



 



令和４年度 ２０２２年度 日光市公共用地先行取得事業特別会計予算

令和４年度（２０２２年度）日光市の公共用地先行取得事業特別会計の予算は、次に定

めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ５千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（地方債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第２

表 地方債」による。
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第１表　歳入歳出予算

 歳　入

款 項

財産収入

財産売払収入

繰入金

他会計繰入金

繰越金

繰越金

諸収入

雑　入

市　債

市　債

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　入　　　合　　　計
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 歳　出

款 項

総務費

総務管理費

公共用地先行取得費

公共用地先行取得費

公債費

公債費

予備費

予備費

金 額

　　　　　　　　　　歳　　　出　　　合　　　計
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第 ２ 表    地  方  債
（単位：千円）

１．５％以内

公 共 用 地 先 行 取 得 事 業

償 還 の 方 法起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利 率

普 通 貸 借

又 は

証 券 発 行

（ ただし、利率

見直し方式で借

り入れる資金に

ついて､利率の見

直しを行った後

においては、当

該見直し後の利

率 ）

政府資金につい

ては、その融資条

件により、銀行そ

の他の場合には、

その債権者と協定

するところによる。

ただし、市財政の

都合により、据置

期間及び償還期限

を短縮し、若しく

は繰上償還又は低

利債に借り換える

ことができる。
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予算に関する説明書 
 



 



　　　　　　　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書

１　総 　括

  （歳　入） （単位：千円）

款

財産収入

繰入金

繰越金

諸収入

市　債

本 年 度 予 算 額 前 年 度 予 算 額 比 較

歳 入 合 計
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  （歳　出）

款

総務費

公共用地先行取得費

公債費

予備費

歳 出 合 計

本年度予算額 前 年 度 予 算 額 比 較
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本 年 度 予 算 額 の 財 源 内 訳

特 定 財 源
一 般 財 源

国 県 支 出 金 地 方 債 そ の 他
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２ 歳　入

節

 1 款 財産収入

 1 項 財産売払収入

 1 目 不動産売払収入 不動産売払収入

節

 2 款 繰入金

 1 項 他会計繰入金

 1 目 一般会計繰入金 一般会計繰入金

節

 3 款 繰越金

 1 項 繰越金

 1 目 繰越金 前年度繰越金

節

 4 款 諸収入

 1 項 雑　入

 1 目 雑　入 雑　入

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 1款 財産収入

 2款 繰入金

 3款 繰越金

 4款 諸収入

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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節

 5 款 市　債

 1 項 市　債

 1 目 公共用地先行取 公共用地先行取得債

得債

款　　　項　　　目 本 年 度 前 年 度 比 較
区 分
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 5款 市　債

 公共用地先行取得事

 業債

節

説　　明
金 額 節の説明 金　額
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３ 歳　出

 1款 総務費

 1項 総務管理費

 1目 一般管理費

 2款 公共用地先行取

得費

 1項 公共用地先行取

得費

 1目 公共用地先行取

得事業費

 3款 公債費

 1項 公債費

 1目 利　子

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

特 定 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他
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 1款 総務費

繰出金  一般会計繰出金  一般会計繰出金

 2款 公共用地先行取得費

委託料  測量・設計等委  公共用地先行取得事業費

 託料

公有財産購入  土地購入費

費

 3款 公債費

償還金利子及  市債等利子  利子支払金

び割引料

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

内 訳 節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明 金 額
説 明

― 468 ―



 4款 予備費

 1項 予備費

 1目 予備費

款 項 目 本 年 度 前 年 度 比 較

本 年 度 の 財 源

国県支出金 地 方 債 そ の 他

特 定 財 源
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 4款 予備費

予備費  予備費

内 訳

金 額
説 明

節

一 般 財 源 区 分 金 額 節の説明
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令和 年度末

関する調書

令和 年度末令 和 年 度
区 分

元 金 償 還
起 債 見 込 額

令 和 年 度 中

見 込 額

令 和 年 度 中 増 減 見 込 み

令 和 年 度 中
現在高見込額

地方債の令和2年度（2020年度）末における現在高並びに令和3年度

 （2021年度）末及び令和4年度（2022年度）末における現在高の見込に

公 共 用 地 先 行
取 得 事 業 債

（単位：千円）

現在高見込額現 在 高
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